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は　じ　め　に

　昨年の地域経済を振り返ると、原材料費・エネルギー費等の高騰、為替レートの変

動に振り回される一年であったように思える。価格転嫁はある程度進んでおり売上高

の増加に貢献はしているものの、原材料費・エネルギー費等の高騰分に留まっている

企業は多い。人件費を始めとするコスト高騰分の価格転嫁が円滑に進まず、自らの利

益を削って物価高騰に耐えている状況である。また、為替変動による円安は当地の企

業にとっては「諸刃の剣」とも言える。円安は原材料・エネルギー費の高騰を招く向

かい風になっている一方で、海外で人気の高い製品を扱っている企業にとっては追い

風になっている。そのような中で、多くの企業が自社ブランドの開発・構築、既存ブ

ランドのリブランド化を進めた一年でもあった。裁量権の高い自社ブランド製品は

「高付加価値化」を支える一方で、販路確保という課題を有している。

　このような状況のもとで、当地域内企業の令和7年の経営実績及び令和8年の景気

動向等を探るため、令和7年の１１月から１２月上旬にかけて「三条･燕地区商工業者

景況アンケート」を実施した。

　調査対象は、｢製造業｣｢金物卸売業｣｢その他の卸売業｣｢小売業｣｢建築･土木･不動産

業｣｢サービス業｣の６分類とし、三条地区と燕地区の商工業者から１,３００先を抽出

し、９４２先から無記名による有効回答を得た。（回答率７２％） 

　調査結果は、後述（４ページ以降）の通り、令和7年の自社の景況について「悪

かった」「やや悪かった」とする先は前年に比べ減少、「良かった」「やや良かった」

とする先は増加しており、景況感は若干改善した。同様に、売上金額についても「増

加した」とする先が前年より増加した。

　令和8年の全国の景気見通しについては、前年に比べ「良くなる」「やや良くなる」

の合計が増加、「悪くなる」「やや悪くなる」の合計が減少、改善を見込む先が増えて

いる。

※集計作業の際に小数点２位以下を「四捨五入」しており、集計表中の｢総計｣と｢計｣

が一致しない場合がある。また、集計表中の｢前年総計｣｢前々年総計｣欄は、前年及び

前々年の調査結果による数値を参考として記入した。

� 令和8年１月

表紙｢渡瀬橋の辺り｣他挿絵　長谷川 三成 作

－ 1 －



－ 2 －



は　じ　め　に 	 	 1

目　　　　　次 	 	 3

調査結果の概要 	 	 4

〔業種・従業者規模別事業所数について〕

	 １．1回答業種について 	 	 7

	 ２．1従業者規模別事業所数について 	 	 7

〔景況について〕

	 ３．1今年（令和7年）の景況について 	 	 8

	 ４．1今年（令和7年）の売上金額について 	 	 9

	 ５．1今年（令和7年）の売上数量について 	 	10

	 ６．1今年（令和7年）の経常利益について 	 	11

	 ７．1来年（令和8年）の全国の景気見通しについて 	 	12

	 ８．1自社の景況の良くなる時期について 	 	14

	 ９．1来年（令和8年）の売上金額の見通しについて 	 	16

	  10．1来年（令和8年）の売上数量の見通しについて 	 	18

	  11．1来年（令和8年）の経常利益の見通しについて 	 	19

〔仕入・販売価格について〕

	  12．1最近の原材料・商品等の仕入価格について 	 	20

	  13．1最近の販売価格について 	 	21

〔設備投資について〕

	  14．1今年（令和7年）の設備投資について 	 	22

	  15．1今年（令和7年）の設備投資の目的について（複数回答） 	 	23

	  16．1来年（令和8年）の設備投資について 	 	24

	  17．1来年（令和8年）の設備投資の目的について（複数回答） 	 	25

	  18．1来年（令和8年）の設備投資の内容について（複数回答） 	 	26

	  19．1来年（令和8年）の設備投資の資金調達方法について（複数回答） 	 	27

〔資金繰りについて〕

	  20．1今年（令和7年）の資金繰りについて 	 	28

	  21．1今年（令和7年）の借入金の増減について 	 	29

〔雇用・給与について〕

	  22．1今年（令和7年）の従業員の採用状況について 	 	30

	  23．1来年（令和8年）の従業員の採用予定について 	 	31

	  24．1来年（令和8年）に今年（令和7年）より多く採用する理由について 	 	32

	  25．1来年（令和8年）に採用しない理由について 	 	33

	  26．1今年（令和7年）の従業員平均給与の昇給率について 	 	34

	  27．1来年（令和8年）の従業員平均給与の昇給率予定について 	 	35

〔ボーナスについて〕

	  28．1今年（令和7年）の夏のボーナス支給率について 	 	36

	  29．1今年（令和7年）の冬のボーナス支給率予定について 	 	37

〔経営上の問題点・課題について〕

	  30．1経営上の問題点・課題について（複数回答）  	 	38

〔不透明感が増す経済社会情勢と中小企業経営について〕

	 31．1米国の経済社会政策（関税等）の影響について 	 	40

	 32．1経営面で今後見直したい取組みについて（複数回答） 	 	41

	 33．1地域金融機関の体制面で望むことについて（複数回答） 	 	42

アンケート用紙	 	43

－ 2 － － 3 －



調 査 結 果 の 概 要

〔業種・従業者規模別事業所数について〕

　アンケート回答先（全942先）の業種別事業所数（構成比）は、「製造業」436先

（46.3％）、「金物卸売業」66先（7.0％）、「その他の卸売業」71先（7.5％）、「小売業」

90先（9.6％）、「建築・土木・不動産業」132先（14.0％）、「サービス業」147先

（15.6％）であった。

　従業者規模別事業所数（構成比）は、「9人以下」578先（61.4％）、「10～29人」

269先（28.6％）、「30～49人」44先（4.7％）、「50人以上」51先（5.4％）であった。

〔景況について〕

　今年（令和7年）の景況は、「良い」が27.7％で前年を4.9ポイント上回り、「悪い」は

48.1％で前年を1.7ポイント下回った。「変わらなかった」は24.3％で前年を3.1ポイン

ト下回った。

　今年（令和7年）の売上金額は、「増加した」が39.4％で前年を5.6ポイント上回り、

「減少した」は42.3％で前年を3.9ポイント下回った。

　今年（令和7年）の売上数量は、「増加した」が32.6％で前年を4.9ポイント上回り、

「減少した」は43.9％で前年を5.6ポイント下回った。

　今年（令和7年）の経常利益は、「増加した」が33.6％で前年を4.0ポイント上回り、

「減少した」は44.2％で前年を4.0ポイント下回った。

　来年（令和8年）の全国の景気見通しは、「良くなる」「やや良くなる」の合計が

15.6％で前年を2.0ポイント上回り、「悪くなる」「やや悪くなる」の合計は37.4％で前

年を4.8ポイント下回った。

　自社の景況の良くなる時期は、「1年以内に良くなる（「すでに良くなっている」と「令

和8年」の合計）」が62.1％で、前年を4.9ポイント上回った。

　来年（令和8年）の売上金額の見通しは、「増加する」が37.0％で今年の実績を2.4ポ

イント下回り、「減少する」は15.6％で今年の実績を26.7ポイント下回った。

　来年（令和8年）の売上数量の見通しは、「増加する」が35.0％で今年の実績を2.4ポ

イント上回り、「減少する」は16.1％で今年の実績を27.8ポイント下回った。

　来年（令和8年）の経常利益の見通しは、「増加する」が34.8％で今年の実績を1.2ポ

イント上回り、「減少する」は18.9％で今年の実績を25.3ポイント下回った。

〔仕入・販売価格について〕

　最近の原材料・商品等の仕入価格は、「上昇した」83.4％、「下降した」3.2％、「あま

り変わらなかった」13.4％であった。

　最近の販売価格は、「上昇した」72.3％、「下降した」2.8％、「あまり変わらなかった」

24.9％であった。

〔設備投資について〕

　今年（令和7年）の設備投資は、「行った」が16.2％、「行わなかった」83.8％であった。

　今年（令和7年）の設備投資の目的は、1位「生産・販売能力の拡充」、2位「省力化・

合理化（含む更改）」、3位「新商品の生産（販売）」などの順であった。

　来年（令和8年）の設備投資は、「行う」が9.1％で、今年の実績を7.1ポイント下回り、

「行わない」は40.9％で、今年の実績を42.9ポイント下回った。
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　来年（令和8年）の設備投資の目的は、1位「生産・販売能力の拡充」、2位「省力化・

合理化（含む更改）」、3位「新商品の生産（販売）」などの順であった。

　来年（令和8年）の設備投資の内容は、1位「機械・装置」、2位「店舗・倉庫・工場」、

3位「車輛・運搬具」などの順であった。

　来年（令和8年）の設備投資の資金調達方法は、1位「自己資金」、2位「金融機関借入」、

3位「リース」などの順であった。

〔資金繰りについて〕

　今年（令和7年）の資金繰りは、「良い」13.4％、「悪い」32.8％、「変わらなかった」

53.8％であった。

　今年（令和7年）の借入金の増減は、「増加した」が23.3％で前年を0.3ポイント上回

り、「減少した」が33.0％で前年を0.5ポイント下回った。

〔雇用・給与について〕

　今年（令和7年）の従業員の採用状況は、「採用した」が27.4％、「採用しなかった」

72.6％であった。

　来年（令和8年）の従業員の採用予定は、「採用する」が30.3％、「採用しない」

69.7％であった。

　今年（令和7年）の従業員平均給与の昇給率は、「0％超～3％以下」が46.5％と最も

多く、次いで「0％」27.2％、「3％超～5％以下」20.1％などの順であった。 

　来年（令和8年）の従業員平均給与の昇給率予定は、「昇給する」が73.3％で今年の実

績を0.7ポイント上回り「0％」が26.0％で今年の実績を1.2ポイント下回った。

〔ボーナスについて〕

　今年（令和7年）の夏のボーナス支給率は、「0.5ヵ月超～1.0ヵ月以下」が29.5％と最

も多く、次いで「1.0ヵ月超～1.5ヵ月以下」、「0ヵ月」などの順であった。

　今年（令和7年）の冬のボーナス支給率予定は、「0.5ヵ月超～1.0ヵ月以下」が29.3％

と最も多く、次いで「1.0ヵ月超～1.5ヵ月以下」、「0ヵ月」などの順であった。

〔経営上の問題点・課題について〕

　経営上の問題点・課題は、1位「売上・受注の減少（在庫の増加）」、2位「市場の縮小

（人口減少・高齢化）」、3位「従業員の採用・育成」、４位「価格競争の激化（国際化）」、

５位「資金繰り」などの順であった。

〔不透明感が増す経済社会情勢と中小企業経営について〕

　米国の経済社会政策（関税等）がこれまでの売上に与えた影響については、「特に影響

がなかった」が52.3％と最も多く、「大いに悪影響があった」と「多少の悪影響があっ

た」を合わせて24.9％の事業所で悪影響があった。

　米国の経済社会政策（関税等）が今後の売上に与える影響については、「特に影響がな

いと予想する」が42.2％と最も多く、「大いに悪影響があると予想する」と「多少の悪影

響があると予想する」を合わせて30.4％の事業所が悪影響を見込んでいる。

　経営面で今後見直したい取組みについては、「新規顧客の開拓」が47.6％と最も多く、

次いで「既存顧客との関係強化」、「コスト削減」などの順であった。

　地域金融機関の体制面で望むことについては、「要望に対する迅速な対応」が46.4％で

最も多く、次いで「担当者の頻繁な人事異動がないこと」、「担当者交代時の丁寧な引継

ぎ」などの順であった。
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1．回答業種について

　アンケート回答総数は、942先であった。その業種別内訳（構

成比）は「製造業」436先（46.3％）が最も多く、次いで

「サービス業」147先（15.6％）、以下「建築・土木・不動産

業」132先（14.0％）、「小売業」90先（9.6％）、「その他の卸

売業」71先（7.5％）、「金物卸売業」66先（7.0％）の順で

あった。

2．従業者規模別事業所数について

　アンケート回答先の従業者規模別内訳（構成比）は、「9人以

下」578先（61.4％）が最も多く、次いで「10～29人」

269先（28.6％）、以下、「50人以上」 51先（5.4％）、「30～

49人」44先（4.7％）の順であった。

〔業種・従業者規模別事業所数について〕 区　　分 回答企業数

製　

造　

業

9人以下 226

10～29人 149

30～49人 29

50人以上 32

計
436

46.3%

金
物
卸
売
業

9人以下 38

10～29人 19

30～49人 3

50人以上 6

計
66

7.0%

そ
の
他
の
卸
売
業

9人以下 31

10～29人 29

30～49人 5

50人以上 6

計
71

7.5%

小　

売　

業

9人以下 75

10～29人 12

30～49人 2

50人以上 1

計
90

9.6%

建
築･

土
木･

不
動
産
業

9人以下 100

10～29人 29

30～49人 2

50人以上 1

計
132

14.0%

サ
ー
ビ
ス
業

9人以下 108

10～29人 31

30～49人 3

50人以上 5

計
147

15.6%

総　　計
942

100.0%

区　　　分 9人以下 10～29人 30～49人 50人以上 総　計

回答企業数
578 269 44 51 942

61.4% 28.6% 4.7% 5.4% 100.0%

製造業
436先

（46.3%）

金物
卸売業
66先

（7.0%）

その他の
卸売業
71先

（7.5%）

小売業
90先

（9.6%）

建築･土木･
不動産業
132先

（14.0%）

サービス業
147先

（15.6%）

回答企業数
942先

※（　）内は構成比
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3．今年（令和７年）の景況について

　「良い（「良かった」と「やや良かった」の合計）」は27.7％で、前年（22.8％）を4.9ポイント上

回り、「悪い（「悪かった」と「やや悪かった」の合計）」は48.1％で、前年（49.8％）を1.7ポイン

ト下回った。「変わらなかった」は24.3％で、前年（27.4％）を3.1ポイント下回った。「悪い」が

「良い」を20.4ポイント上回っているが、「悪い」が「良い」を27.0ポイント上回っていた前年より

6.6ポイント改善した。「建築・土木・不動産業」「サービス業」を除く他4業種で「良い」とする先が

前年を上回っており、景況感は前年より若干改善している。

〔景況について〕

区　　分 年度
良い 変わらな

かった

悪い 業種別
合　計良かった やや良かった 計 やや悪かった 悪かった 計

製造業
今年

30 88 118 105 139 74 213 436

6.9% 20.2% 27.1% 24.1% 31.9% 17.0% 48.9% 100.0%

前年 4.3% 16.7% 21.0% 25.1% 32.3% 21.7% 54.0% 100.0%

金物卸売業
今年

5 11 16 11 20 18 38 65

7.7% 16.9% 24.6% 16.9% 30.8% 27.7% 58.5% 100.0%

前年 2.7% 13.7% 16.4% 26.0% 37.0% 20.5% 57.5% 100.0%

その他の卸売業
今年

6 15 21 15 20 15 35 71

8.5% 21.1% 29.6% 21.1% 28.2% 21.1% 49.3% 100.0%

前年 1.9% 22.2% 24.1% 22.2% 29.6% 24.1% 53.7% 100.0%

小売業
今年

4 23 27 17 25 21 46 90

4.4% 25.6% 30.0% 18.9% 27.8% 23.3% 51.1% 100.0%

前年 2.1% 9.5% 11.6% 40.0% 33.7% 14.7% 48.4% 100.0%

建築･土木･不動産業
今年

8 23 31 39 46 16 62 132

6.1% 17.4% 23.5% 29.5% 34.8% 12.1% 47.0% 100.0%

前年 7.0% 21.0% 28.0% 22.4% 33.6% 16.1% 49.7% 100.0%

サービス業
今年

10 37 47 41 40 18 58 146

6.8% 25.3% 32.2% 28.1% 27.4% 12.3% 39.7% 100.0%

前年 5.3% 27.6% 32.9% 33.6% 23.0% 10.5% 33.6% 100.0%

総計
63 197 260 228 290 162 452 940

6.7% 21.0% 27.7% 24.3% 30.9% 17.2% 48.1% 100.0%

前年総計 4.4% 18.4% 22.8% 27.4% 31.4% 18.4% 49.8% 100.0%

前々年総計 7.1% 22.0% 29.1% 23.0% 32.3% 15.6% 47.9% 100.0%

良い 変わらな
かった

悪い 規模別　　　
合　計良かった やや良かった 計 やや悪かった 悪かった 計

9人以下
34 103 137 139 191 110 301 577

5.9% 17.9% 23.7% 24.1% 33.1% 19.1% 52.2% 100.0%

10～29人
21 69 90 67 70 41 111 268

7.8% 25.7% 33.6% 25.0% 26.1% 15.3% 41.4% 100.0%

30～49人
4 10 14 8 18 4 22 44

9.1% 22.7% 31.8% 18.2% 40.9% 9.1% 50.0% 100.0%

50人以上
4 15 19 14 11 7 18 51

7.8% 29.4% 37.3% 27.5% 21.6% 13.7% 35.3% 100.0%

総　　計
63 197 260 228 290 162 452 940

6.7% 21.0% 27.7% 24.3% 30.9% 17.2% 48.1% 100.0%

令和5年 悪かった
15.6%

やや悪かった
32.3%

変わらなかった
23.0%

やや良かった
22.0%

景況は
良かった
7.1%

100%50%

令和 6年 悪かった
18.4%

やや悪かった
31.4%

変わらなかった
27.4%

やや良かった
18.4%

景況は良かった 4.4%

100%50% 100%50%

令和 7年 悪かった
17.2%

やや悪かった
30.9%

変わらなかった
24.3%

やや良かった
21.0%

景況は良かった 6.7%

100%50%

－ 8 －



4．今年（令和7年）の売上金額について

　「増加した」は39.4％で、前年（33.8％）を5.6ポイント上回っており、「減少した」は42.3％

で、前年（46.2％）を3.9ポイント下回った。「あまり変わらなかった」は18.3％で、前年

（20.0％）を1.7ポイント下回った。「減少した」が「増加した」を2.9ポイント上回っているが、「減

少した」が12.4ポイント上回っていた前年より9.5ポイント改善した。また、「増加した」の回答内

では「1％超～5％以下」が最も多く、「減少した」の回答内では 「1％超～5％以下」が最も多かっ

た。

区 　 分

増　加　し　た あまり変わ
らなかった
±1％以内

減　少　し　た 業種別
規模別
合　計

1％超～
5％以下

5％超～
10％以下

10％超～
15％以下

15％超 計
1％超～
5％以下

5％超～
10％以下

10％超～
15％以下

15％超 計

製　

造　

業

9人以下 29 16 15 4 64 46 46 35 17 17 115 225

10～29人 25 23 11 5 64 26 21 18 14 6 59 149

30～49人 9 4 3 16 1 3 6 2 1 12 29

50人以上 5 5 4 3 17 5 3 3 2 2 10 32

計
68 48 33 12 161 78 73 62 35 26 196 435

15.6% 11.0% 7.6% 2.8% 37.0% 17.9% 16.8% 14.3% 8.0% 6.0% 45.1% 100.0%

金
物
卸
売
業

9人以下 3 5 2 2 12 7 3 9 3 4 19 38

10～29人 1 3 1 1 6 5 3 5 8 19

30～49人 1 1 1 1 1 3

50人以上 3 1 4 1 1 2 6

計
8 9 3 3 23 13 5 12 9 4 30 66

12.1% 13.6% 4.5% 4.5% 34.8% 19.7% 7.6% 18.2% 13.6% 6.1% 45.5% 100.0%

そ
の
他
の
卸
売
業

9人以下 5 3 5 13 7 3 4 2 2 11 31

10～29人 7 6 1 2 16 3 1 3 2 4 10 29

30～49人 1 1 1 2 1 3 5

50人以上 2 1 3 1 1 1 3 6

計
15 9 7 2 33 11 7 9 5 6 27 71

21.1% 12.7% 9.9% 2.8% 46.5% 15.5% 9.9% 12.7% 7.0% 8.5% 38.0% 100.0%

小　

売　

業

9人以下 11 7 6 2 26 14 14 11 2 8 35 75

10～29人 3 4 1 8 1 2 2 11

30～49人 0 2 2 2

50人以上 0 1 1 1

計
14 11 7 2 34 15 17 13 2 8 40 89

15.7% 12.4% 7.9% 2.2% 38.2% 16.9% 19.1% 14.6% 2.2% 9.0% 44.9% 100.0%

建
築･

土
木･

不
動
産
業

9人以下 16 11 2 7 36 18 16 17 6 7 46 100

10～29人 3 7 1 11 8 2 4 2 1 9 28

30～49人 1 1 1 1 2

50人以上 1 1 0 1

計
20 19 3 7 49 26 19 21 8 8 56 131

15.3% 14.5% 2.3% 5.3% 37.4% 19.8% 14.5% 16.0% 6.1% 6.1% 42.7% 100.0%

サ
ー
ビ
ス
業

9人以下 23 15 8 4 50 21 14 11 10 2 37 108

10～29人 5 7 4 16 4 6 5 11 31

30～49人 1 1 2 1 0 3

50人以上 1 1 2 3 0 5

計
29 23 13 5 70 29 20 16 10 2 48 147

19.7% 15.6% 8.8% 3.4% 47.6% 19.7% 13.6% 10.9% 6.8% 1.4% 32.7% 100.0%

総 　 　 計
154 119 66 31 370 172 141 133 69 54 397 939

16.4% 12.7% 7.0% 3.3% 39.4% 18.3% 15.0% 14.2% 7.3% 5.8% 42.3% 100.0%

前 年 総 計 13.6% 11.3% 5.4% 3.4% 33.8% 20.0% 16.4% 15.8% 7.7% 6.2% 46.2% 100.0%

前々年総計 13.0% 13.6% 7.0% 4.9% 38.5% 16.9% 14.6% 14.7% 7.6% 7.7% 44.6% 100.0%

売上金額は増加した
33.8%

あまり変わらなかった
20.0%

減少した
46.2%

100%

令和 6年

50%

売上金額は増加した
39.4%

あまり変わらなかった
18.3%

減少した
42.3%

100%

令和 7年

50%

－ 8 － － 9 －



5．今年（令和7年）の売上数量について

　「増加した」は32.6％で、前年（27.7％）を4.9ポイント上回り、「減少した」 は43.9％で、前年

（49.5％）を5.6ポイント下回った。「あまり変わらなかった」は23.5％で、前年（22.7％）を0.8

ポイント上回った。「減少した」が「増加した」を11.3ポイント上回っているが、「減少した」が21.8

ポイント上回っていた前年より10.5ポイント改善した。また、「増加した」の回答内では「1％超～

5％以下」が最も多く、「減少した」の回答内では「5％超～10％以下」が最も多かった。

区　　分

増　加　し　た あまり変わ
らなかった
±1％以内

減　少　し　た 業種別
規模別
合　計

1％超～
5％以下

5％超～
10％以下

10％超～
15％以下

15％超 計
1％超～
5％以下

5％超～
10％以下

10％超～
15％以下

15％超 計

製　

造　

業

9人以下 30 17 6 5 58 53 47 38 14 13 112 223

10～29人 19 18 9 6 52 32 22 22 13 8 65 149

30～49人 7 2 2 11 3 4 9 1 1 15 29

50人以上 4 5 1 3 13 4 5 6 3 1 15 32

計
60 42 18 14 134 92 78 75 31 23 207 433

13.9% 9.7% 4.2% 3.2% 30.9% 21.2% 18.0% 17.3% 7.2% 5.3% 47.8% 100.0%

金
物
卸
売
業

9人以下 3 4 2 3 12 7 4 9 2 4 19 38

10～29人 1 2 2 5 5 1 3 5 9 19

30～49人 0 2 1 1 3

50人以上 3 1 4 1 1 2 6

計
7 7 4 3 21 14 7 12 8 4 31 66

10.6% 10.6% 6.1% 4.5% 31.8% 21.2% 10.6% 18.2% 12.1% 6.1% 47.0% 100.0%

そ
の
他
の
卸
売
業

9人以下 3 3 4 10 6 6 6 1 2 15 31

10～29人 4 6 2 12 5 4 4 4 12 29

30～49人 2 2 1 1 1 2 5

50人以上 2 2 1 2 1 4 6

計
11 9 4 2 26 12 12 13 2 6 33 71

15.5% 12.7% 5.6% 2.8% 36.6% 16.9% 16.9% 18.3% 2.8% 8.5% 46.5% 100.0%

小　

売　

業

9人以下 10 10 4 24 15 12 17 7 36 75

10～29人 4 3 1 8 1 2 1 3 12

30～49人 0 2 2 2

50人以上 0 1 1 1

計
14 13 5 0 32 16 16 19 0 7 42 90

15.6% 14.4% 5.6% 0.0% 35.6% 17.8% 17.8% 21.1% 0.0% 7.8% 46.7% 100.0%

建
築･

土
木･

不
動
産
業

9人以下 15 8 1 4 28 29 17 13 7 6 43 100

10～29人 3 5 8 10 3 4 2 1 10 28

30～49人 1 1 1 1 2

50人以上 1 1 0 1

計
20 13 1 4 38 39 21 17 9 7 54 131

15.3% 9.9% 0.8% 3.1% 29.0% 29.8% 16.0% 13.0% 6.9% 5.3% 41.2% 100.0%

サ
ー
ビ
ス
業

9人以下 19 11 5 3 38 34 11 14 7 2 34 106

10～29人 7 4 2 13 8 6 3 1 10 31

30～49人 1 1 2 1 0 3

50人以上 1 1 4 0 5

計
27 16 8 3 54 47 17 17 8 2 44 145

18.6% 11.0% 5.5% 2.1% 37.2% 32.4% 11.7% 11.7% 5.5% 1.4% 30.3% 100.0%

総 　 　計
139 100 40 26 305 220 151 153 58 49 411 936

14.9% 10.7% 4.3% 2.8% 32.6% 23.5% 16.1% 16.3% 6.2% 5.2% 43.9% 100.0%

前年総計 13.1% 8.0% 4.5% 2.2% 27.7% 22.7% 18.4% 17.8% 7.4% 5.9% 49.5% 100.0%

前々年総計 12.3% 11.9% 4.7% 3.5% 32.4% 20.9% 16.6% 14.4% 7.6% 8.1% 46.7% 100.0%

100%

令和 7年 売上数量は増加した
32.6%

あまり変わらなかった
23.5%

減少した
43.9%

50%

100%

令和 6年 売上数量は増加した
27.7%

あまり変わらなかった
22.7%

減少した
49.5%

50%

－ 10 －



6．今年（令和7年）の経常利益について

　「増加した」は33.6％で、前年（29.6％）を4.0ポイント上回り、「減少した」は44.2％で、前年

（48.2％）を4.0ポイント下回った。「あまり変わらなかった」は22.2％で、前年（22.2）と同じで

あった。「減少した」が「増加した」を10.6ポイント上回っているが、「減少した」が18.6ポイント上

回っていた前年より8.0ポイント改善した。また、「増加した」の回答内では「1％超～5％以下」が

最も多く、「減少した」の回答内では「1％超～5％以下」が最も多かった。

区　　分

増　加　し　た あまり変わ
らなかった
±1％以内

減　少　し　た 業種別
規模別
合　計

1％超～
5％以下

5％超～
10％以下

10％超～
15％以下

15％超 計
1％超～
5％以下

5％超～
10％以下

10％超～
15％以下

15％超 計

製　

造　

業

9人以下 29 17 6 10 62 53 52 30 9 19 110 225

10～29人 23 18 9 7 57 34 19 17 8 14 58 149

30～49人 5 2 4 11 2 5 6 2 3 16 29

50人以上 6 5 1 4 16 3 2 4 1 6 13 32

計
63 42 20 21 146 92 78 57 20 42 197 435

14.5% 9.7% 4.6% 4.8% 33.6% 21.1% 17.9% 13.1% 4.6% 9.7% 45.3% 100.0%

金
物
卸
売
業

9人以下 2 5 1 2 10 8 7 6 4 3 20 38

10～29人 2 2 3 7 4 2 4 2 8 19

30～49人 1 1 1 1 2

50人以上 3 3 1 2 3 6

計
7 8 1 5 21 12 10 11 8 3 32 65

10.8% 12.3% 1.5% 7.7% 32.3% 18.5% 15.4% 16.9% 12.3% 4.6% 49.2% 100.0%

そ
の
他
の
卸
売
業

9人以下 1 3 2 3 9 7 6 4 4 1 15 31

10～29人 7 2 2 3 14 3 4 3 1 3 11 28

30～49人 1 1 2 1 1 2 5

50人以上 1 1 1 2 2 4 6

計
9 5 5 6 25 13 13 7 7 5 32 70

12.9% 7.1% 7.1% 8.6% 35.7% 18.6% 18.6% 10.0% 10.0% 7.1% 45.7% 100.0%

小　

売　

業

9人以下 13 5 2 20 19 20 8 4 4 36 75

10～29人 2 3 2 7 2 2 1 3 12

30～49人 0 1 1 2 2

50人以上 0 1 1 1

計
15 8 2 2 27 21 23 8 4 7 42 90

16.7% 8.9% 2.2% 2.2% 30.0% 23.3% 25.6% 8.9% 4.4% 7.8% 46.7% 100.0%

建
築･

土
木･

不
動
産
業

9人以下 12 5 2 7 26 31 17 12 6 8 43 100

10～29人 6 5 11 8 3 4 1 1 9 28

30～49人 1 1 1 0 2

50人以上 1 1 0 1

計
19 10 3 7 39 40 20 16 7 9 52 131

14.5% 7.6% 2.3% 5.3% 29.8% 30.5% 15.3% 12.2% 5.3% 6.9% 39.7% 100.0%

サ
ー
ビ
ス
業

9人以下 24 8 5 3 40 21 19 16 6 5 46 107

10～29人 7 4 1 12 6 9 2 2 13 31

30～49人 1 1 2 0 3

50人以上 2 1 1 4 1 0 5

計
33 13 7 4 57 30 28 16 8 7 59 146

22.6% 8.9% 4.8% 2.7% 39.0% 20.5% 19.2% 11.0% 5.5% 4.8% 40.4% 100.0%

総 　  　計
146 86 38 45 315 208 172 115 54 73 414 937

15.6% 9.2% 4.1% 4.8% 33.6% 22.2% 18.4% 12.3% 5.8% 7.8% 44.2% 100.0%

前年総計 12.6% 8.1% 4.4% 4.5% 29.6% 22.2% 19.3% 13.9% 6.7% 8.3% 48.2% 100.0%

前々年総計 13.1% 10.4% 3.4% 6.8% 33.6% 19.3% 16.9% 13.7% 6.4% 9.9% 47.0% 100.0%

あまり変わらなかった
22.2%令和6年 経常利益は増加した

29.6%
減少した
48.2%

100%50%

あまり変わらなかった
22.2%令和7年 経常利益は増加した

33.6%
減少した
44.2%

100%50%

－ 10 － － 11 －



7．来年（令和8年）の全国の景気見通しについて

　「良い（「良くなる」と「やや良くなる」の合計）」は15.6％で、前年（13.6％）に比べ2.0ポイン

ト上回った。「悪い（「悪くなる」と「やや悪くなる」の合計）」は37.4％で、前年（42.2％）を4.8

ポイント下回った。「悪い」が「良い」を21.8ポイント上回っているが、「悪い」が28.6ポイント上

回っていた前年より6.8ポイント改善した。前年に比べ、景気見通しは若干改善している。

令和6年
の見通し

令和7年
の見通し

令和8年
の見通し

100%50%

やや良くなる
16.1%

変わらない
34.2%

やや悪くなる
24.8%

悪くなる
12.9%

わからない
10.5%

100%50%

やや良くなる
12.7%

変わらない
32.1%

やや悪くなる
29.0%

悪くなる
13.2%

わからない
12.1%

景況は良くなる　1.5%

景況は良くなる　0.9%

100%50%

やや良くなる
14.0%

変わらない
34.0%

やや悪くなる
23.9%

悪くなる
13.5%

わからない
13.0%

景況は良くなる　1.6%

田島橋の辺り

－ 12 －



7．来年（令和8年）の全国の景気見通しについて

区　　分

良い

変わらない

悪い

わからない
業種別
規模別
合　計良くなる

やや
良くなる

計
やや

悪くなる
悪くなる 計

製　

造　

業

9人以下 5 27 32 80 51 25 76 38 226

10～29人 3 19 22 51 43 22 65 11 149

30～49人 2 6 8 10 6 2 8 3 29

50人以上 9 9 11 5 3 8 4 32

計
10 61 71 152 105 52 157 56 436

2.3% 14.0% 16.3% 34.9% 24.1% 11.9% 36.0% 12.8% 100.0%

金
物
卸
売
業

9人以下 1 1 10 13 8 21 6 38

10～29人 5 5 6 3 3 6 2 19

30～49人 1 1 1 1 1 3

50人以上 2 2 2 2 2 6

計
1 8 9 19 19 11 30 8 66

1.5% 12.1% 13.6% 28.8% 28.8% 16.7% 45.5% 12.1% 100.0%

そ
の
他
の
卸
売
業

9人以下 4 4 12 5 6 11 4 31

10～29人 5 5 12 5 4 9 3 29

30～49人 1 1 3 1 1 5

50人以上 1 1 2 2 2 1 6

計
0 11 11 29 12 11 23 8 71

0.0% 15.5% 15.5% 40.8% 16.9% 15.5% 32.4% 11.3% 100.0%

小　

売　

業

9人以下 13 13 15 19 11 30 13 71

10～29人 2 2 4 2 2 4 2 12

30～49人 0 2 0 2

50人以上 0 1 1 1

計
0 15 15 21 21 14 35 15 86

0.0% 17.4% 17.4% 24.4% 24.4% 16.3% 40.7% 17.4% 100.0%

建
築･

土
木･

不
動
産
業

9人以下 12 12 30 30 15 45 13 100

10～29人 2 2 11 4 7 11 5 29

30～49人 1 1 1 1 2

50人以上 0 1 0 1

計
0 15 15 42 35 22 57 18 132

0.0% 11.4% 11.4% 31.8% 26.5% 16.7% 43.2% 13.6% 100.0%

サ
ー
ビ
ス
業

9人以下 1 16 17 37 27 14 41 13 108

10～29人 2 4 6 14 4 3 7 4 31

30～49人 1 1 2 0 3

50人以上 1 1 3 1 1 5

計
4 21 25 56 32 17 49 17 147

2.7% 14.3% 17.0% 38.1% 21.8% 11.6% 33.3% 11.6% 100.0%

総  　　計
15 131 146 319 224 127 351 122 938

1.6% 14.0% 15.6% 34.0% 23.9% 13.5% 37.4% 13.0% 100.0%

前年総計 0.9% 12.7% 13.6% 32.1% 29.0% 13.2% 42.2% 12.1% 100.0%

前々年総計 1.5% 16.1% 17.5% 34.2% 24.8% 12.9% 37.7% 10.5% 100.0%

－ 12 － － 13 －



8．自社の景況の良くなる時期について

　「1年以内に良くなる（「すでに良くなっている」と「令和8年」の合計）」は62.1％で、前年

（57.2％）を4.9ポイント上回った。6割を超える事業所が来年（令和8年）までの回復を予想してい

る。また、「1年以内に良くなる」の回答の中では、「令和8年4～6月」の回答が最も多く、次いで、

「すでに良くなっている」、「令和8年7～9月」などの順であった。

製 造 業

金物卸売業

そ の 他 の
卸 売 業

小 売 業

建築･土木
･不動産業

サービス業

総 計

すでに良く
なっている
14.9%

令和8年
4月～6月
18.8%

令和8年
1～3月
7.9%

令和8年
7月～9月
10.7%

令和8年
10～12月
9.3%

令和8年
10～12月
7.9%

令和9年後半 2.8%

1年以内

令和9年
前半
14.0%

その他
16.0%

令和10年
以降
5.6%

すでに良く
なっている
14.2%

令和8年
4月～6月
19.8%

令和8年
1 ～ 3月
7.5%

令和8年
7月～9月
12.6%

令和9年
前半
11.5%

令和10年
以降
8.0%

その他
15.8%

令和9年後半 2.6%

10.8%　　7.7%　　　 16.9%　　　　　 15.4%　　　  12.3%　　  9.2%　　 7.7%　　　　18.5%

14.3%　　　　　　　　20.0%　　　　　　 18.6%　　　　　　　 12.9%　　　7.1%　　　 17.1%

4.3% 4.3%

3.4% 4.5% 1.1%

1.4%

1.5%

10.1%　　 11.2%　　　　　　22.5%　　　　　 13.5%　　　　　　　　　　　22.5%　　　　　11.2%

11.6%　　　　　　　22.5%　　　　　　 16.3%　　　　　　  14.7%　　　　　　　　　　20.2%

4.7% 3.9%3.9%2.3%

2.1%

18.6%　　　　10.3%　　　　　20.0%　　　　10.3%　　 9.7%　 6.2%　　  10.3%　　 12.4%

100%50%

100%50%

100%50%

100%50%

100%50%

100%50%

100%50%

－ 14 －



〔８〕自社の景況の良くなる時期について

区　　分

1年以内に良くなる
令和9年

（2027）
前半

令和9年
（2027）

後半

令和10年
（2028）

以降
その他

業種別
規模別
合　計

すでに良く

なっている

令和8年（2026）

1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 計 小計

製　

造　

業

9人以下 26 19 35 22 27 103 129 27 7 16 42 221

10～29人 24 10 33 20 8 71 95 21 3 5 24 148

30～49人 8 2 6 2 2 12 20 6 2 1 29

50人以上 6 3 7 2 3 15 21 6 2 1 2 32

計
64 34 81 46 40 201 265 60 12 24 69 430

14.9% 7.9% 18.8% 10.7% 9.3% 46.7% 61.6% 14.0% 2.8% 5.6% 16.0% 100.0%

金
物
卸
売
業

9人以下 4 6 7 6 19 23 3 3 8 37

10～29人 2 4 3 2 1 10 12 2 1 2 2 19

30～49人 1 1 2 2 1 3

50人以上 1 2 1 3 4 1 1 6

計
7 5 11 10 8 34 41 6 1 5 12 65

10.8% 7.7% 16.9% 15.4% 12.3% 52.3% 63.1% 9.2% 1.5% 7.7% 18.5% 100.0%

そ
の
他
の
卸
売
業

9人以下 3 3 5 4 1 13 16 4 4 7 31

10～29人 7 6 4 2 12 19 4 1 1 3 28

30～49人 2 2 4 4 1 5

50人以上 1 3 4 4 1 1 6

計
10 3 14 13 3 33 43 9 1 5 12 70

14.3% 4.3% 20.0% 18.6% 4.3% 47.1% 61.4% 12.9% 1.4% 7.1% 17.1% 100.0%

小　

売　

業

9人以下 6 8 15 10 2 35 41 3 1 19 10 74

10～29人 3 1 5 1 1 8 11 1 12

30～49人 1 1 2 2 2

50人以上 0 0 1 1

計
9 10 20 12 3 45 54 4 1 20 10 89

10.1% 11.2% 22.5% 13.5% 3.4% 50.6% 60.7% 4.5% 1.1% 22.5% 11.2% 100.0%

建
築･

土
木･

不
動
産
業

9人以下 11 2 25 16 4 47 58 15 3 5 17 98

10～29人 4 1 3 5 1 10 14 4 3 7 28

30～49人 0 0 2 2

50人以上 1 1 1 1

計
15 3 29 21 5 58 73 19 6 5 26 129

11.6% 2.3% 22.5% 16.3% 3.9% 45.0% 56.6% 14.7% 4.7% 3.9% 20.2% 100.0%

サ
ー
ビ
ス
業

9人以下 18 11 22 13 7 53 71 7 2 13 13 106

10～29人 5 4 6 2 7 19 24 1 1 2 3 31

30～49人 1 1 1 2 1 3

50人以上 3 0 3 1 1 5

計
27 15 29 15 14 73 100 9 3 15 18 145

18.6% 10.3% 20.0% 10.3% 9.7% 50.3% 69.0% 6.2% 2.1% 10.3% 12.4% 100.0%

総 　 　計
132 70 184 117 73 444 576 107 24 74 147 928

14.2% 7.5% 19.8% 12.6% 7.9% 47.8% 62.1% 11.5% 2.6% 8.0% 15.8% 100.0%

前年総計 12.9% 6.5% 19.0% 10.5% 8.4% 44.3% 57.2% 13.8% 2.6% 12.9% 13.4% 100.0%

前々年総計 16.2% 5.4% 17.3% 14.3% 6.7% 43.6% 59.8% 13.2% 4.1% 7.9% 15.0% 100.0%

－ 14 － － 15 －



9．来年（令和8年）の売上金額の見通しについて

　「増加する」は37.0％で、今年の実績「増加した」（39.4％）を2.4ポイント下回る一方、「減少す

る」は15.6％で、今年の実績「減少した」（42.3％）を26.7ポイント下回った。「あまり変わらな

い」は47.3％で、今年の実績「変わらなかった」（18.3％）を29.0ポイント上回った。「増加する」

とする先は前年の見通しを上回り、「減少する」とする先は前年の見通しを下回っており、売上金額

の増加を見込む先が増えている。「増加する」の回答の中では「1％超～5％以下」が最も多く、「減少

する」の回答内では「1％超～5％以下」が 最も多かった。　※今年の実績は9ページに記載

令和7年
の実績

（9頁より）

100%50%

令和 8年
の見通し

100%50%

1%超～5%以下
16.4%

5%超～
10%以下
12.7%

1%超～5%以下
15.0%

5%超～
10%以下
14.2%

±1%以内
18.3%

売上金額は増加した
39.4%

減少した
42.3%あまり変わらない

10%超～15%以下 7.3%
15%超 5.8%

10%超～15%以下 7.0%
15%超 3.3%

1%超～5%以下
22.6%

5%超～
10%以下
9.8%

1%超～
5%以下
9.4%

±1%以内
47.3%

売上金額は増加する
37.0%

減少する
15.6%あまり変わらない

10%超～15%以下 0.9%
5%超～10%以下 4.7%

15%超 0.7%

10%超～15%以下 3.3%
15%超 1.4%

清流大橋

－ 16 －



〔９〕来年（令和8年）の売上金額の見通しについて

区　　分

増　加　す　る あまり変
わらない

±1％以内

減　少　す　る 業種別
規模別
合　計

1％超～
5％以下

5％超～
10％以下

10％超～
15％以下

15％超 計
1％超～
5％以下

5％超～
10％以下

10％超～
15％以下

15％超 計

製　

造　

業

9人以下 44 21 7 4 76 110 23 12 1 3 39 225

10～29人 34 17 7 3 61 64 14 6 3 1 24 149

30～49人 7 6 1 14 11 3 1 4 29

50人以上 10 4 5 19 11 1 1 2 32

計
95 48 20 7 170 196 41 20 4 4 69 435

21.8% 11.0% 4.6% 1.6% 39.1% 45.1% 9.4% 4.6% 0.9% 0.9% 15.9% 100.0%

金
物
卸
売
業

9人以下 9 2 1 12 17 3 6 9 38

10～29人 6 3 9 7 2 1 3 19

30～49人 1 1 1 3 0 3

50人以上 2 1 3 2 1 1 6

計
18 7 1 1 27 26 6 7 0 0 13 66

27.3% 10.6% 1.5% 1.5% 39.4% 39.4% 9.1% 10.6% 0.0% 0.0% 19.7% 100.0%

そ
の
他
の
卸
売
業

9人以下 5 2 1 8 17 6 6 31

10～29人 9 5 3 17 10 2 2 29

30～49人 1 1 4 0 5

50人以上 4 4 1 1 1 6

計
18 8 4 0 30 32 7 2 0 0 9 71

25.4% 11.3% 5.6% 0.0% 42.3% 45.1% 9.9% 2.8% 0.0% 0.0% 12.7% 100.0%

小　

売　

業

9人以下 16 3 2 1 22 39 7 5 1 1 14 75

10～29人 6 2 8 2 2 2 12

30～49人 1 1 1 0 2

50人以上 0 1 0 1

計
23 3 2 3 31 43 9 5 1 1 16 90

25.6% 3.3% 2.2% 3.3% 34.4% 47.8% 10.0% 5.6% 1.1% 1.1% 17.8% 100.0%

建
築･

土
木･

不
動
産
業

9人以下 16 9 1 26 56 9 4 3 2 18 100

10～29人 2 2 4 18 5 1 6 28

30～49人 1 1 1 1 2

50人以上 0 1 0 1

計
18 11 2 0 31 75 14 6 3 2 25 131

13.7% 8.4% 1.5% 0.0% 23.7% 57.3% 10.7% 4.6% 2.3% 1.5% 19.1% 100.0%

サ
ー
ビ
ス
業

9人以下 27 11 2 40 55 10 3 13 108

10～29人 11 3 1 15 14 1 1 2 31

30～49人 1 1 2 1 0 3

50人以上 1 1 2 3 0 5

計
40 15 2 2 59 73 11 4 0 0 15 147

27.2% 10.2% 1.4% 1.4% 40.1% 49.7% 7.5% 2.7% 0.0% 0.0% 10.2% 100.0%

総 　 　計
212 92 31 13 348 445 88 44 8 7 147 940

22.6% 9.8% 3.3% 1.4% 37.0% 47.3% 9.4% 4.7% 0.9% 0.7% 15.6% 100.0%

前年総計 21.8% 9.6% 3.1% 0.7% 35.2% 45.8% 11.2% 5.4% 1.4% 1.0% 19.0% 100.0%

前々年総計 20.6% 12.0% 4.0% 1.2% 37.8% 43.1% 10.3% 6.2% 1.4% 1.4% 19.2% 100.0%

－ 16 － － 17 －



10．来年（令和8年）の売上数量の見通しについて

　「増加する」は35.0％で、今年の実績「増加した」（32.6％）を2.4ポイント上回る一方、「減少す

る」は16.1％で、今年の実績「減少した」（43.9％）を27.8ポイント下回った。「あまり変わらない」

は48.8％で、今年の実績「変わらなかった」（23.5％）を25.3ポイント上回った。「増加する」とす

る先は前年の見通しを上回り、「減少する」とする先は前年の見通しを下回っており、売上数量の増

加を見込む先が増えている。「増加する」の回答内では「1％超～5％以下」が最も多く、「減少する」

の回答内では「1％超～5％以下」が最も多かった。　※今年の実績は10ページに記載

区　　分

増　加　す　る あまり変
わらない

±1％以内

減　少　す　る 業種別
規模別
合　計

1％超～
5％以下

5％超～
10％以下

10％超～
15％以下

15％超 計
1％超～
5％以下

5％超～
10％以下

10％超～
15％以下

15％超 計

製　

造　

業

9人以下 45 22 7 1 75 105 30 11 1 2 44 224

10～29人 34 14 8 3 59 65 14 7 3 1 25 149

30～49人 6 7 1 14 11 2 2 4 29

50人以上 10 4 3 1 18 12 1 1 2 32

計
95 47 19 5 166 193 47 21 4 3 75 434

21.9% 10.8% 4.4% 1.2% 38.2% 44.5% 10.8% 4.8% 0.9% 0.7% 17.3% 100.0%

金
物
卸
売
業

9人以下 8 1 1 10 20 4 4 8 38

10～29人 6 3 9 6 3 1 4 19

30～49人 1 1 2 1 0 3

50人以上 2 1 3 2 1 1 6

計
17 6 0 1 24 29 8 5 0 0 13 66

25.8% 9.1% 0.0% 1.5% 36.4% 43.9% 12.1% 7.6% 0.0% 0.0% 19.7% 100.0%

そ
の
他
の
卸
売
業

9人以下 4 2 1 7 17 7 7 31

10～29人 12 3 2 17 9 1 2 3 29

30～49人 1 1 4 0 5

50人以上 4 4 1 1 1 6

計
21 5 3 0 29 31 9 2 0 0 11 71

29.6% 7.0% 4.2% 0.0% 40.8% 43.7% 12.7% 2.8% 0.0% 0.0% 15.5% 100.0%

小　

売　

業

9人以下 15 2 3 20 41 9 1 3 1 14 75

10～29人 4 2 6 3 2 2 11

30～49人 0 2 0 2

50人以上 0 1 0 1

計
19 2 3 2 26 47 11 1 3 1 16 89

21.3% 2.2% 3.4% 2.2% 29.2% 52.8% 12.4% 1.1% 3.4% 1.1% 18.0% 100.0%

建
築･

土
木･

不
動
産
業

9人以下 23 3 1 1 28 57 11 2 1 1 15 100

10～29人 2 1 3 20 4 1 5 28

30～49人 1 1 1 1 2

50人以上 0 1 0 1

計
25 5 1 1 32 78 16 3 1 1 21 131

19.1% 3.8% 0.8% 0.8% 24.4% 59.5% 12.2% 2.3% 0.8% 0.8% 16.0% 100.0%

サ
ー
ビ
ス
業

9人以下 24 8 1 33 61 8 4 12 106

10～29人 12 1 1 14 14 1 1 1 3 31

30～49人 1 1 2 1 0 3

50人以上 1 1 2 3 0 5

計
38 10 1 2 51 79 9 5 1 0 15 145

26.2% 6.9% 0.7% 1.4% 35.2% 54.5% 6.2% 3.4% 0.7% 0.0% 10.3% 100.0%

総 　 　計
215 75 27 11 328 457 100 37 9 5 151 936

23.0% 8.0% 2.9% 1.2% 35.0% 48.8% 10.7% 4.0% 1.0% 0.5% 16.1% 100.0%

前年総計 20.3% 9.0% 2.7% 0.6% 32.7% 47.6% 11.6% 5.8% 1.4% 0.9% 19.7% 100.0%

前々年総計 20.6% 9.9% 3.1% 1.3% 34.9% 45.4% 11.6% 5.7% 0.9% 1.5% 19.7% 100.0%

令和7年
の実績

（10頁より）

100%50%

10%超～15%以下 4.3%

1%超～
5%以下
14.9%

5%超～
10%以下
10.7%

1%超～5%以下
16.1%

5%超～
10%以下
16.3%

10%超～
15%以下
6.2%

15%超
5.2%

±1%以内
23.5%

売上数量は増加した 32.6% 減少した43.9%あまり変わらなかった

15%超 2.8%

令和8年
の見通し

100%50%

10%超～15%以下 2.9%
10%超～15%以下 1.0%

1%超～5%以下
23.0%

5%超～
10%以下
8.0%

1%超～
5%以下
10.7%

±1%以内
48.8%

売上数量は増加する 35.0% 減少する 16.1%あまり変わらない

15%超 1.2%
15%超
0.5%5%超～10%以下 4.0%

－ 18 －



11．来年（令和8年）の経常利益の見通しについて

　「増加する」は34.8％で、今年の実績「増加した」（33.6％）を1.2ポイント上回る一方、「減少す

る」は18.9％で、今年の実績「減少した」（44.2％）を25.3ポイント下回った。「あまり変わらな

い」は46.3％で、今年の実績「あまり変わらなかった」（22.2％）を24.1ポイント上回った。「増加

する」とする先が前年の見通しを上回り、「減少する」とする先は前年の見通しを下回っており、経

常利益の増加を見込む先が増えている。「増加する」の回答内では「1％超～5％以下」が最も多く、

「減少する」の回答内では「1％超～5％以下」が最も多かった。　※今年の実績は11ページに記載

区　　分

増　加　す　る あまり変
わらない

±1％以内

減　少　す　る 業種別
規模別
合　計

1％超～
5％以下

5％超～
10％以下

10％超～
15％以下

15％超 計
1％超～
5％以下

5％超～
10％以下

10％超～
15％以下

15％超 計

製　

造　

業

9人以下 48 14 7 2 71 107 30 13 1 3 47 225

10～29人 36 17 5 4 62 59 16 7 3 1 27 148

30～49人 7 4 1 2 14 11 3 1 4 29

50人以上 8 6 5 19 11 1 1 31

計
99 41 18 8 166 188 49 22 4 4 79 433

22.9% 9.5% 4.2% 1.8% 38.3% 43.4% 11.3% 5.1% 0.9% 0.9% 18.2% 100.0%

金
物
卸
売
業

9人以下 6 1 1 8 22 6 2 8 38

10～29人 5 4 9 7 2 1 3 19

30～49人 1 1 2 1 1 3

50人以上 2 2 3 1 1 6

計
14 6 0 1 21 32 9 3 1 0 13 66

21.2% 9.1% 0.0% 1.5% 31.8% 48.5% 13.6% 4.5% 1.5% 0.0% 19.7% 100.0%

そ
の
他
の
卸
売
業

9人以下 4 2 6 17 6 1 1 8 31

10～29人 11 2 2 1 16 10 2 1 3 29

30～49人 1 1 3 1 1 5

50人以上 4 4 2 0 6

計
20 4 2 1 27 32 8 2 1 1 12 71

28.2% 5.6% 2.8% 1.4% 38.0% 45.1% 11.3% 2.8% 1.4% 1.4% 16.9% 100.0%

小　

売　

業

9人以下 15 4 1 20 35 11 5 4 20 75

10～29人 3 3 6 4 2 2 12

30～49人 1 1 1 0 2

50人以上 0 1 0 1

計
19 4 4 0 27 41 13 5 4 0 22 90

21.1% 4.4% 4.4% 0.0% 30.0% 45.6% 14.4% 5.6% 4.4% 0.0% 24.4% 100.0%

建
築･

土
木･

不
動
産
業

9人以下 19 7 1 1 28 48 16 4 3 1 24 100

10～29人 1 1 2 18 6 2 8 28

30～49人 1 1 1 1 2

50人以上 0 1 0 1

計
20 8 2 1 31 67 22 7 3 1 33 131

15.3% 6.1% 1.5% 0.8% 23.7% 51.1% 16.8% 5.3% 2.3% 0.8% 25.2% 100.0%

サ
ー
ビ
ス
業

9人以下 26 8 1 35 58 10 3 1 14 107

10～29人 13 1 1 15 13 3 3 31

30～49人 1 1 2 1 0 3

50人以上 1 1 2 2 1 1 5

計
41 10 1 2 54 74 14 3 1 0 18 146

28.1% 6.8% 0.7% 1.4% 37.0% 50.7% 9.6% 2.1% 0.7% 0.0% 12.3% 100.0%

総  　 　計
213 73 27 13 326 434 115 42 14 6 177 937

22.7% 7.8% 2.9% 1.4% 34.8% 46.3% 12.3% 4.5% 1.5% 0.6% 18.9% 100.0%

前年総計 20.1% 8.7% 3.4% 1.6% 33.8% 43.3% 15.1% 4.6% 1.5% 1.7% 22.9% 100.0%

前々年総計 21.5% 10.2% 2.5% 2.3% 36.5% 41.4% 13.7% 5.0% 1.6% 1.8% 22.0% 100.0%

100%
令和 7年
の実績

（11頁より）

50%

10%超～15%以下 4.1%

1%超～5%以下
15.6%

5%超～
10%以下
9.2%

1%超～5%以下
18.4%

5%超～
10%以下
12.3%

±1%以内
22.2%

15%超
7.8%

経常利益は増加した 33.6% 減少した 44.2%あまり変わらなかった

15%超 4.8% 10%超～15%以下 5.8%

100%

令和 8年
の見通し

50%

10%超～15%以下 2.9%

1%超～5%以下
22.7%

5%超～
10%以下
7.8%

1%超～
5%以下
12.3%

±1%以内
46.3%

経常利益は増加する 34.8% 減少する 18.9%あまり変わらない

100%
15%超 1.4%

15%超
0.6%

5%超～10%以下 4.5%
10%超～15%以下  1.5%50%

－ 18 － － 19 －



12．最近の原材料・商品等の仕入価格について

　「上昇した」は83.4％で、前年（86.1％）を2.7ポイント下回り、「下降した」は3.2％で、前年

（2.7％）を0.5ポイント上回った。「あまり変わらなかった」は13.4％で、前年（11.2％）を2.2ポ

イント上回った。仕入価格の上昇は続いている。また、「上昇した」の回答内では「5％超～10％以

下」が最も多く、「下降した」の回答内では「1％超～5％以下」が最も多かった。

〔仕入・販売価格について〕

区　　分

上　昇　し　た あまり変わ

らなかった

±1％以内

下　降　し　た
業種別
合　計1％超～

5％以下
5％超～

10％以下

10％超～

15％以下
15％超 計

1％超～
5％以下

5％超～

10％以下

10％超～

15％以下
15％超 計

製 造 業
129 154 57 27 367 51 6 4 2 1 13 431

29.9% 35.7% 13.2% 6.3% 85.2% 11.8% 1.4% 0.9% 0.5% 0.2% 3.0% 100.0%

金物卸売業
17 20 15 5 57 9 0 66

25.8% 30.3% 22.7% 7.6% 86.4% 13.6% 0.0% 100.0%

そ の 他 の
卸 売 業

17 28 6 1 52 8 8 2 1 11 71

23.9% 39.4% 8.5% 1.4% 73.2% 11.3% 11.3% 2.8% 1.4% 15.5% 100.0%

小　売　業
15 27 21 13 76 14 0 90

16.7% 30.0% 23.3% 14.4% 84.4% 15.6% 0.0% 100.0%

建築・土木
不 動 産 業

24 58 21 6 109 18 3 1 1 5 132

18.2% 43.9% 15.9% 4.5% 82.6% 13.6% 2.3% 0.8% 0.8% 3.8% 100.0%

サービス業
36 55 26 2 119 25 1 1 145

24.8% 37.9% 17.9% 1.4% 82.1% 17.2% 0.7% 0.7% 100.0%

総 　  　計
238 342 146 54 780 125 18 7 4 1 30 935

25.5% 36.6% 15.6% 5.8% 83.4% 13.4% 1.9% 0.7% 0.4% 0.1% 3.2% 100.0%

前 年 総 計 19.5% 36.0% 20.0% 10.5% 86.1% 11.2% 1.5% 0.6% 0.3% 0.3% 2.7% 100.0%

前々年総計 17.2% 33.0% 25.2% 11.7% 87.1% 11.1% 0.7% 0.6% 0.1% 0.3% 1.8% 100.0%

100%50%

令和 5年
1%超～5%以下
17.2%

5%超～10%以下
33.0%

10%超～15%以下
25.2%

15%超
11.7%

±1%以内
11.1%

上昇した 87.1% あまり変わら
なかった

10%超～15%以下 0.1%

1%超～5%以下 0.7%
5%超～10%以下 0.6%

下降した
1.8%

15%超
0.3%

100%50%

令和 6年
1%超～5%以下
19.5%

5%超～10%以下
36.0%

10%超～15%以下
20.0%

15%超
10.5%

±1%以内
11.2%

上昇した 86.1% あまり変わら
なかった

10%超～15%以下 0.3%

1%超～5%以下 1.5%
5%超～10%以下 0.6%

下降した
2.7%

100%50%

令和 7年
1%超～5%以下
25.5%

5%超～10%以下
36.6%

10%超～
15%以下
15.6%

15%超
5.8%

±1%以内
13.4%

上昇した 83.4% あまり変わら
なかった

下降した
3.2%

15%超
0.3%

100%
10%超～15%以下 0.4%

1%超～5%以下 1.9%
5%超～10%以下 0.7%

15%超
0.1%

－ 20 －



13．最近の販売価格について

　「上昇した」は72.3％で、前年（72.8％）を0.5ポイント下回り、「下降した」は2.8％で、前年

（2.8％）と同じであった。「あまり変わらなかった」は24.9％で、前年（24.4％）を0.5ポイント上

回った。販売価格の上昇は続いている。また、「上昇した」の回答内では「1％超～5％以下」が最も

多く、「下降した」の回答内では「1％超～5％以下」が最も多かった。

5%超～10%以下
28.9%

10%超～
15%以下
15.9%

50% 100%

1%超～5%以下
28.5%

±1%以内
20.7%

上昇した 77.3% あまり変わらなかった

10%超～15%以下 0.5%

1%超～5%以下 0.6%15%超 3.9%
5%超～10%以下 0.6%

15%超
0.2%

令和5年

下降した
2.0%

5%超～10%以下
28.6%

10%超～
15%以下
10.8%

50% 100%

1%超～5%以下
29.0%

±1%以内
24.4%

上昇した 72.8% あまり変わらなかった

10%超～15%以下 0.2%

1%超～5%以下 1.9%15%超 4.4%
5%超～10%以下 0.3%

15%超
0.4%

令和6年

下降した
2.8%

5%超～10%以下
25.9%

10%超～
15%以下
7.6%

50% 100%

1%超～5%以下
36.6%

±1%以内
24.9%

上昇した 72.3% あまり
変わらなかった

10%超～15%以下 0.1%

1%超～5%以下 1.3%15%超 2.2%
5%超～10%以下 1.2%

15%超
0.2%

令和7年

下降した
2.8%

区　　分

上　昇　し　た あまり変わ 

らなかった 

±1％以内

下　降　し　た
業種別
合　計

1％超～
5％以下

5％超～

10％以下

10％超～

15％以下
15％超 計

1％超～
5％以下

5％超～

10％以下

10％超～

15％以下
15％超 計

製造業
163 113 20 12 308 113 5 5 1 11 432

37.7% 26.2% 4.6% 2.8% 71.3% 26.2% 1.2% 1.2% 0.2% 2.5% 100.0%

金物卸売業
20 20 9 1 50 15 1 1 66

30.3% 30.3% 13.6% 1.5% 75.8% 22.7% 1.5% 1.5% 100.0%

その他の 
卸売業

30 19 6 1 56 11 1 3 4 71

42.3% 26.8% 8.5% 1.4% 78.9% 15.5% 1.4% 4.2% 5.6% 100.0%

小売業
26 25 10 5 66 23 1 1 90

28.9% 27.8% 11.1% 5.6% 73.3% 25.6% 1.1% 1.1% 100.0%

建築・土木 
不動産業

47 34 13 1 95 30 3 2 1 6 131

35.9% 26.0% 9.9% 0.8% 72.5% 22.9% 2.3% 1.5% 0.8% 4.6% 100.0%

サービス業
56 31 13 1 101 41 2 1 3 145

38.6% 21.4% 9.0% 0.7% 69.7% 28.3% 1.4% 0.7% 2.1% 100.0%

総　　　計
342 242 71 21 676 233 12 11 1 2 26 935

36.6% 25.9% 7.6% 2.2% 72.3% 24.9% 1.3% 1.2% 0.1% 0.2% 2.8% 100.0%

前 年 総 計 29.0% 28.6% 10.8% 4.4% 72.8% 24.4% 1.9% 0.3% 0.2% 0.4% 2.8% 100.0%

前々年総計 28.5% 28.9% 15.9% 3.9% 77.3% 20.7% 0.6% 0.6% 0.5% 0.2% 2.0% 100.0%

－ 20 － － 21 －



14．今年（令和７年）の設備投資について

　「行った」は16.2％で、前年（20.5％）を4.3ポイント下回り、「行わなかった」は83.8％で、前

年（79.5％）を4.3ポイント上回った。

〔設備投資について〕

区　　分 行った 行わなかった
業種別     　　　　       
規模別　  　　　　    
合　計

製　

造　

業

9人以下 19 206 225

10～29人 41 107 148

30～49人 5 24 29

50人以上 21 11 32

計
86 348 434

19.8% 80.2% 100.0%

金
物
卸
売
業

9人以下 2 36 38

10～29人 3 16 19

30～49人 3 3

50人以上 6 6

計
5 61 66

7.6% 92.4% 100.0%

そ
の
他
の
卸
売
業

9人以下 4 27 31

10～29人 8 21 29

30～49人 3 2 5

50人以上 3 3 6

計
18 53 71

25.4% 74.6% 100.0%

小　

売　

業

9人以下 3 72 75

10～29人 3 9 12

30～49人 2 2

50人以上 1 1

計
6 84 90

6.7% 93.3% 100.0%

建
築･

土
木･

不
動
産
業

9人以下 8 92 100

10～29人 5 24 29

30～49人 2 2

50人以上 1 1

計
14 118 132

10.6% 89.4% 100.0%

サ
ー
ビ
ス
業

9人以下 16 92 108

10～29人 6 25 31

30～49人 1 2 3

50人以上 5 5

計
23 124 147

15.6% 84.4% 100.0%

総 　 　計
152 788 940

16.2% 83.8% 100.0%

前 年 総 計 20.5% 79.5% 100.0%

前々年総計 19.6% 80.4% 100.0%

100%
行った
20.5%

行わなかった
79.5%

50%
令和 6年
の 実 績

100%
行った
16.2%

行わなかった
83.8%

50%
令和 7年
の 実 績

－ 22 －



15．今年（令和７年）の設備投資の目的について（複数回答）

　第1位「生産・販売能力の拡充」65.8％（前年55.3％）、第2位「省力化・合理化（含む更改）」

49.3％（前年57.9％）、第3位「新商品の生産（販売）」13.8％（前年14.2％）、以下「環境への配

慮」9.9％、「福利厚生施設の充実」8.6％、「情報機能の充実」5.3％の順であった。設備投資の目的

では、前年2位であった「生産・販売能力の拡充」が、前年1位の「省力化・合理化（含む更改）」を

抜いて、第1位になった。

区　　分
生産・販売
能力の拡充

新商品の
生産（販売）

省力化
合理化

（含む更改）

情報機能
の充実

福利厚生
施設の充実

環境への
配慮

そ の 他
回   答
企業数

製　造　業
65 13 47 2 6 9 8 86

75.6% 15.1% 54.7% 2.3% 7.0% 10.5% 9.3% ―

金物卸売業
1 2 2 1 1 1 5

20.0% 40.0% 40.0% 20.0% 20.0% 20.0% ―

そ の 他 の
卸　売　業

9 11 1 3 1 18

50.0% 61.1% 5.6% 16.7% 5.6% ―

小　売　業
3 1 2 2 6

50.0% 16.7% 33.3% 33.3% ―

建築・土木
不 動 産 業

12 2 4 1 2 1 14

85.7% 14.3% 28.6% 7.1% 14.3% 7.1% ―

サービス業
10 3 9 4 3 2 1 23

43.5% 13.0% 39.1% 17.4% 13.0% 8.7% 4.3% ―

総　　   計
100 21 75 8 13 15 13 152

65.8% 13.8% 49.3% 5.3% 8.6% 9.9% 8.6% ―

前 年 総 計 55.3% 14.2% 57.9% 8.1% 7.6% 9.1% 11.7% ―

前々年総計 59.5% 16.8% 49.7% 5.4% 5.4% 8.6% 10.3% ―

65.8%（55.3%）

13.8%（14.2%）

49.3%（57.9%）

5.3%（8.1%）

8.6%（7.6%）

9.9%（9.1%）

8.6%（11.7%）

省力化合理化
（含 む 更 改）

新商品の生産
（ 販 売 ）

生産・販売能力
の 拡 充

そ  の  他

情報機能の充実

環境への配慮

福利厚生施設の
充 実

50% 100%

※（　）内は前年調査

－ 22 － － 23 －



16．来年（令和８年）の設備投資について

　「行う」は9.1％で、今年の実績「行った」（16.2％）を7.1ポイント下回っており、「行わない」は

40.9％で、今年の実績「行わなかった」（83.8％）を42.9ポイント下回った。「未定」は50.0％で

前年（47.9％）を2.1ポイント上回った。

　※今年の実績は22ページに記載

区　　分 行　　う 行わない 未　　定
業種別     　　　　       
規模別　  　　　　    
合　計

製　

造　

業

9人以下 14 99 94 207

10～29人 16 35 88 139

30～49人 7 5 15 27

50人以上 15 4 12 31

計
52 143 209 404

12.9% 35.4% 51.7% 100.0%

金
物
卸
売
業

9人以下 1 19 13 33

10～29人 1 7 10 18

30～49人 1 2 3

50人以上 2 4 6

計
5 26 29 60

8.3% 43.3% 48.3% 100.0%

そ
の
他
の
卸
売
業

9人以下 1 12 12 25

10～29人 5 21 26

30～49人 1 2 2 5

50人以上 1 5 6

計
2 20 40 62

3.2% 32.3% 64.5% 100.0%

小　

売　

業

9人以下 43 22 65

10～29人 1 7 4 12

30～49人 1 1 2

50人以上 1 1

計
2 50 28 80

2.5% 62.5% 35.0% 100.0%

建
築･

土
木･

不
動
産
業

9人以下 3 53 34 90

10～29人 1 8 17 26

30～49人 2 2

50人以上 1 1

計
5 61 53 119

4.2% 51.3% 44.5% 100.0%

サ
ー
ビ
ス
業

9人以下 9 39 48 96

10～29人 3 9 16 28

30～49人 1 1 2

50人以上 1 4 5

計
12 50 69 131

9.2% 38.2% 52.7% 100.0%

総　  　計
78 350 428 856

9.1% 40.9% 50.0% 100.0%

前 年 総 計 13.0% 39.0% 47.9% 100.0%

前々年総計 13.4% 42.3% 44.2% 100.0%

100%
行う
13.0%

行わない
39.0%

未定
47.9%

50%
令和 7年
の 見 込

100%
行う
9.1%

行わない
40.9%

未定
50.0%

50%
令和 8年
の 見 込

－ 24 －



17．来年（令和８年）の設備投資の目的について（複数回答）

　第1位「生産・販売能力の拡充」69.2％（前年68.9％）、第2位「省力化・合理化（含む更改）」

48.7％（前年53.8％）、第3位「新商品の生産（販売）」21.8％（前年19.3％）、以下「福利厚生施

設の充実」7.7％、「情報機能の充実」6.4％、「環境への配慮」5.1％の順であった。

区　　分
生産・販売
能力の拡充

新商品の
生産（販売）

省力化
合理化

（含む更改）

情報機能
の充実

福利厚生
施設の充実

環境への
配慮

そ の 他
回   答
企業数

製　造　業
37 10 32 1 5 2 52

71.2% 19.2% 61.5% 1.9% 9.6% 3.8% ―

金物卸売業
2 3 1 2 1 5

40.0% 60.0% 20.0% 40.0% 20.0% ―

そ の 他 の
卸　売　業

2 2

100.0% ―

小　売　業
1 1 1 2

50.0% 50.0% 50.0% ―

建築・土木
不 動 産 業

5 2 1 5

100.0% 40.0% 20.0% ―

サービス業
9 2 2 1 1 1 12

75.0% 16.7% 16.7% 8.3% 8.3% 8.3% ―

総　　   計
54 17 38 5 6 4 1 78

69.2% 21.8% 48.7% 6.4% 7.7% 5.1% 1.3% ―

前 年 総 計 68.9% 19.3% 53.8% 7.6% 7.6% 6.7% 4.2% ―

前々年総計 68.3% 20.8% 52.5% 7.5% 5.0% 7.5% 4.2% ―

100%

※（　）内は前年調査

50%

69.2%（68.9%）生産・販売能力
の 拡 充

省力化合理化
（含 む 更 改）

新商品の生産
（ 販 売 ）

情報機能の充実

福利厚生施設の
充 実

そ  の  他

環境への配慮

21.8%（19.3%）

48.7%（53.8%）

7.7%（7.6%）

5.1%（6.7%）

6.4%（7.6%）

1.3%（4.2%）

－ 24 － － 25 －



18．来年（令和8年）の設備投資の内容について（複数回答）

　「機械・装置」73.1％（前年68.1％）が最も多く、次いで「店舗・倉庫・工場」25.6％（前年

33.6％）、「車輛・運搬具」20.5％（前年26.1％）、「土地」2.6％（前年4.2％）の順であった。

区　　分 店舗・倉庫・工場 土　　地 機械・装置 車輛・運搬具 そ　の　他 回答企業数

製　造　業
12 43 8 2 52

23.1% 82.7% 15.4% 3.8% ―

金物卸売業
4 3 1 5

80.0% 60.0% 20.0% ―

そ の 他 の
卸　売　業

2 2

100.0% ―

小　売　業
2 2

100.0% ―

建築･土木
不 動 産 業

1 2 3 5

20.0% 40.0% 60.0% ―

サービス業
3 9 2 12

25.0% 75.0% 16.7% ―

総　   　計
20 2 57 16 2 78

25.6% 2.6% 73.1% 20.5% 2.6% ―

前 年 総 計 33.6% 4.2% 68.1% 26.1% 7.6% ―

前々年総計 25.0% 5.8% 76.7% 15.8% 6.7% ―

25.6%（33.6%）

2.6%（4.2%）

73.1%（68.1%）

20.5%（26.1%）

2.6%（7.6%）

100%50%

土 　 　 地

車 輛・運 搬 具

店舗・倉庫・工場

そ 　 の 　 他

機 械・装 置

※（　）内は前年調査

－ 26 －



19．来年（令和8年）の設備投資の資金調達方法について（複数回答）

　「自己資金」57.7％（前年58.0％）が最も多く、次いで「金融機関借入」55.1％（前年54.6％）、

「リース」11.5％（前年13.4％）、「増資」1.3％（前年2.5％）の順であった。

区　　分 金融機関借入 自己資金 増　　資 リース そ　の　他 回答企業数

製　造　業
27 31 1 5 4 52

51.9% 59.6% 1.9% 9.6% 7.7% ―

金物卸売業
2 5 1 5

40.0% 100.0% 20.0% ―

そ の 他 の
卸　売　業

1 1 1 2

50.0% 50.0% 50.0% ―

小　売　業
1 1 2

50.0% 50.0% ―

建築･土木
不 動 産 業

4 3 5

80.0% 60.0% ―

サービス業
8 4 2 1 12

66.7% 33.3% 16.7% 8.3% ―

総　   　計
43 45 1 9 5 78

55.1% 57.7% 1.3% 11.5% 6.4% ―

前 年 総 計 54.6% 58.0% 2.5% 13.4% 5.0% ―

前々年総計 55.0% 59.2% 0.0% 12.5% 4.2% ―

55.1%（54.6%）

57.7%（58.0%）

11.5%（13.4%）

6.4%（5.0%）

1.3%（2.5%）

100%50%

金融機関借入

自 己 資 金

増 　 　 資

そ 　 の 　 他

リ ー ス

※（　）内は前年調査

－ 26 － － 27 －



20．今年（令和７年）の資金繰りについて

　「良い（「良かった」と「やや良かった」の合計）」は13.4％で、前年（12.5％）を0.9ポイント上

回り、「悪い（「悪かった」と「やや悪かった」の合計）」は32.8％で、前年（29.1％）を3.7ポイン

ト上回った。「変わらなかった」は53.8％で、前年（58.4％）を4.6ポイント下回った。資金繰りは

前年に比べ二極化が進んだ。

〔資金繰りについて〕

区　　分

良い
変わらな
かった

悪い 業種別
規模別
合　計良かった

やや
良かった

計
やや

悪かった
悪かった 計

製　

造　

業

9人以下 4 18 22 129 56 19 75 226

10～29人 4 20 24 81 32 12 44 149

30～49人 1 3 4 16 6 3 9 29

50人以上 3 4 7 18 6 1 7 32

計
12 45 57 244 100 35 135 436

2.8% 10.3% 13.1% 56.0% 22.9% 8.0% 31.0% 100.0%

金
物
卸
売
業

9人以下 2 3 5 18 9 6 15 38

10～29人 1 1 9 7 2 9 19

30～49人 1 1 2 1 3

50人以上 2 2 3 1 1 6

計
6 4 10 31 17 8 25 66

9.1% 6.1% 15.2% 47.0% 25.8% 12.1% 37.9% 100.0%

そ
の
他
の
卸
売
業

9人以下 2 3 5 12 12 2 14 31

10～29人 3 2 5 17 7 7 29

30～49人 5 5

50人以上 3 3 3 6

計
5 5 10 37 22 2 24 71

7.0% 7.0% 14.1% 52.1% 31.0% 2.8% 33.8% 100.0%

小　

売　

業

9人以下 7 7 34 19 15 34 75

10～29人 4 4 6 2 2 12

30～49人 1 1 1 2

50人以上 1 1 1

計
0 11 11 41 20 18 38 90

0.0% 12.2% 12.2% 45.6% 22.2% 20.0% 42.2% 100.0%

建
築･

土
木･

不
動
産
業

9人以下 3 6 9 58 23 10 33 100

10～29人 1 1 24 2 2 4 29

30～49人 2 2

50人以上 1 1

計
4 6 10 85 25 12 37 132

3.0% 4.5% 7.6% 64.4% 18.9% 9.1% 28.0% 100.0%

サ
ー
ビ
ス
業

9人以下 8 10 18 48 36 6 42 108

10～29人 2 5 7 17 5 2 7 31

30～49人 2 2 1 3

50人以上 1 1 3 1 1 5

計
10 18 28 69 42 8 50 147

6.8% 12.2% 19.0% 46.9% 28.6% 5.4% 34.0% 100.0%

総　  　計
37 89 126 507 226 83 309 942

3.9% 9.4% 13.4% 53.8% 24.0% 8.8% 32.8% 100.0%

前 年 総 計 2.9% 9.6% 12.5% 58.4% 21.0% 8.1% 29.1% 100.0%

前々年総計 4.7% 10.9% 15.6% 55.3% 20.2% 8.9% 29.1% 100.0%

100%50%
やや良かった
9.6%

やや悪かった
21.0%

変わらなかった
58.4%

悪かった
8.1%令和6年

良かった 2.9%

100%50%
やや良かった
9.4%

やや悪かった
24.0%

変わらなかった
53.8%

悪かった
8.8%令和7年

良かった 3.9%

－ 28 －



21．今年（令和7年）の借入金の増減について

　「増加した」は23.3％で、前年（23.0％）を0.3ポイント上回り、「減少した」は33.0％で前年

（33.5％）を0.5ポイント下回った。「あまり変わらなかった」は43.7％で、前年（43.5％）を0.2

ポイント上回った。借入金に大きな動きは見られなかった。

区　　分

増　加　し　た あまり変わ
らなかった
±1％以内

減　少　し　た 業種別
規模別
合　計

1％超～
5％以下

5％超～
10％以下

10％超～
15％以下

15％超 計
1％超～
5％以下

5％超～
10％以下

10％超～
15％以下

15％超 計

製　

造　

業

9人以下 10 8 7 10 35 101 35 37 9 5 86 222

10～29人 13 16 9 14 52 52 17 18 6 4 45 149

30～49人 2 3 2 3 10 10 2 7 9 29

50人以上 3 1 7 11 11 3 4 1 2 10 32

計
25 30 19 34 108 174 57 66 16 11 150 432

5.8% 6.9% 4.4% 7.9% 25.0% 40.3% 13.2% 15.3% 3.7% 2.5% 34.7% 100.0%

金
物
卸
売
業

9人以下 1 3 1 5 23 2 3 2 1 8 36

10～29人 1 3 4 10 2 2 1 5 19

30～49人 1 1 1 1 1 3

50人以上 1 1 2 4 0 6

計
1 5 5 1 12 38 4 6 2 2 14 64

1.6% 7.8% 7.8% 1.6% 18.8% 59.4% 6.3% 9.4% 3.1% 3.1% 21.9% 100.0%

そ
の
他
の
卸
売
業

9人以下 1 3 4 1 9 10 3 6 3 12 31

10～29人 2 2 2 3 9 7 4 4 1 2 11 27

30～49人 1 1 2 3 0 5

50人以上 1 2 3 3 0 6

計
4 8 6 5 23 23 7 10 1 5 23 69

5.8% 11.6% 8.7% 7.2% 33.3% 33.3% 10.1% 14.5% 1.4% 7.2% 33.3% 100.0%

小　

売　

業

9人以下 6 3 4 13 37 12 5 4 21 71

10～29人 1 2 3 5 2 2 4 12

30～49人 0 1 1 1 2

50人以上 0 1 1 1

計
6 4 2 4 16 43 14 7 5 1 27 86

7.0% 4.7% 2.3% 4.7% 18.6% 50.0% 16.3% 8.1% 5.8% 1.2% 31.4% 100.0%

建
築･

土
木･

不
動
産
業

9人以下 6 7 2 6 21 46 16 12 2 30 97

10～29人 1 2 1 4 17 3 3 1 7 28

30～49人 0 2 0 2

50人以上 0 1 0 1

計
7 9 3 6 25 66 19 15 3 0 37 128

5.5% 7.0% 2.3% 4.7% 19.5% 51.6% 14.8% 11.7% 2.3% 0.0% 28.9% 100.0%

サ
ー
ビ
ス
業

9人以下 7 8 4 5 24 41 19 17 3 1 40 105

10～29人 1 1 1 1 4 16 4 5 1 10 30

30～49人 1 1 2 1 0 3

50人以上 1 1 1 1 2 3 5

計
9 10 6 6 31 59 24 24 3 2 53 143

6.3% 7.0% 4.2% 4.2% 21.7% 41.3% 16.8% 16.8% 2.1% 1.4% 37.1% 100.0%

総　   　計
52 66 41 56 215 403 125 128 30 21 304 922

5.6% 7.2% 4.4% 6.1% 23.3% 43.7% 13.6% 13.9% 3.3% 2.3% 33.0% 100.0%

前 年 総 計 4.9% 7.7% 5.2% 5.2% 23.0% 43.5% 14.6% 10.9% 3.5% 4.5% 33.5% 100.0%

前々年総計 4.8% 6.7% 5.1% 5.4% 22.0% 42.0% 12.9% 11.7% 5.0% 6.5% 36.0% 100.0%

100%
借入金は増加した

22.0%
借入金は増加した

22.0%
減少した
36.0%

変わらなかった
42.0%

50%

令和 5年

100%
借入金は増加した

23.0%
借入金は増加した

23.0%
減少した
33.5%

変わらなかった
43.5%

50%

令和 6年

100%
借入金は増加した

23.3%
借入金は増加した

23.3%
減少した
33.0%

変わらなかった
43.7%

50%

令和 7年

－ 28 － － 29 －



22．今年（令和7年）の従業員の採用状況について

　「採用した」は27.4％で、前年（29.4％）を2.0ポイント下回り、「採用しなかった」は72.6％で

前年（70.6％）を2.0ポイント上回った。

〔雇用・給与について〕

区　　分

採用した

採用しなかった
業種別
規模別
合　計

昨年より多く
採用した

昨年並みに
採用した

昨年より少なく
採用した

計

製　

造　

業

9人以下 7 9 4 20 206 226

10～29人 15 38 7 60 89 149

30～49人 2 18 1 21 8 29

50人以上 7 21 1 29 3 32

計
31 86 13 130 306 436

7.1% 19.7% 3.0% 29.8% 70.2% 100.0%

金
物
卸
売
業

9人以下 1 1 2 36 38

10～29人 2 6 1 9 10 19

30～49人 3 3 3

50人以上 1 3 1 5 1 6

計
4 13 2 19 47 66

6.1% 19.7% 3.0% 28.8% 71.2% 100.0%

そ
の
他
の
卸
売
業

9人以下 3 1 4 27 31

10～29人 1 12 1 14 15 29

30～49人 3 1 4 1 5

50人以上 6 6 6

計
4 22 2 28 43 71

5.6% 31.0% 2.8% 39.4% 60.6% 100.0%

小　

売　

業

9人以下 2 1 3 72 75

10～29人 6 1 7 5 12

30～49人 1 1 1 2

50人以上 0 1 1

計
2 8 1 11 79 90

2.2% 8.9% 1.1% 12.2% 87.8% 100.0%

建
築･

土
木･

不
動
産
業

9人以下 6 12 1 19 80 99

10～29人 2 9 2 13 16 29

30～49人 1 1 1 2

50人以上 1 1 1

計
9 22 3 34 97 131

6.9% 16.8% 2.3% 26.0% 74.0% 100.0%

サ
ー
ビ
ス
業

9人以下 3 7 2 12 96 108

10～29人 4 11 2 17 14 31

30～49人 2 2 1 3

50人以上 1 3 1 5 5

計
8 23 5 36 111 147

5.4% 15.6% 3.4% 24.5% 75.5% 100.0%

総　   　計
58 174 26 258 683 941

6.2% 18.5% 2.8% 27.4% 72.6% 100.0%

前 年 総 計 6.0% 19.1% 4.3% 29.4% 70.6% 100.0%

前々年総計 8.4% 17.3% 3.6% 29.3% 70.7% 100.0%

多い
6.0%

昨年並
19.1% 70.6%

採用しなかった採用した 29.4%

少ない 4.3%

100%50%

令和 6年

多い
6.2%

昨年並
18.5% 72.6%

採用しなかった採用した 27.4%

少ない 2.8%

100%50%

令和 7年

－ 30 －



23．来年（令和8年）の従業員の採用予定について

　「採用する」は30.3％で、前年（30.9％）を0.6ポイント下回っているが、3割以上の事業所が採

用を予定している。

区　　分

採用する

採用しない
業種別
規模別
合　計

昨年より多く
採用する

昨年並みに
採用する

昨年より少なく
採用する

計

製　

造　

業

9人以下 12 9 5 26 200 226

10～29人 21 40 4 65 84 149

30～49人 1 18 2 21 8 29

50人以上 5 25 1 31 1 32

計
39 92 12 143 293 436

8.9% 21.1% 2.8% 32.8% 67.2% 100.0%

金
物
卸
売
業

9人以下 2 1 3 35 38

10～29人 6 2 8 10 18

30～49人 1 2 3 3

50人以上 5 5 1 6

計
3 14 2 19 46 65

4.6% 21.5% 3.1% 29.2% 70.8% 100.0%

そ
の
他
の
卸
売
業

9人以下 2 1 3 27 30

10～29人 6 12 1 19 10 29

30～49人 4 4 1 5

50人以上 6 6 6

計
6 24 2 32 38 70

8.6% 34.3% 2.9% 45.7% 54.3% 100.0%

小　

売　

業

9人以下 5 1 1 7 68 75

10～29人 3 2 5 7 12

30～49人 1 1 2 2

50人以上 0 1 1

計
6 5 3 14 76 90

6.7% 5.6% 3.3% 15.6% 84.4% 100.0%

建
築･

土
木･

不
動
産
業

9人以下 7 7 4 18 81 99

10～29人 3 12 15 13 28

30～49人 1 1 2 2

50人以上 1 1 1

計
11 21 4 36 94 130

8.5% 16.2% 3.1% 27.7% 72.3% 100.0%

サ
ー
ビ
ス
業

9人以下 9 6 3 18 90 108

10～29人 3 10 2 15 16 31

30～49人 2 2 1 3

50人以上 1 4 5 5

計
13 22 5 40 107 147

8.8% 15.0% 3.4% 27.2% 72.8% 100.0%

総　   　計
78 178 28 284 654 938

8.3% 19.0% 3.0% 30.3% 69.7% 100.0%

前 年 総 計 6.7% 19.7% 4.6% 30.9% 69.1% 100.0%

前々年総計 8.1% 19.5% 3.7% 31.3% 68.7% 100.0%

100%50%

令和 7年 多い
6.7%

昨年並
19.7% 69.1%

採用しない採用する 30.9%

少ない 4.6%

50%

令和 8年 多い
8.3%

昨年並
19.0% 69.7%

採用しない採用する 30.3%

少ない 3.0%

－ 30 － － 31 －



24．来年（令和8年）に今年（令和7年）より多く採用する理由について

　「人材（若手）の確保」48.7％（前年58.2％）が最も多く、次いで「退職者の補充」34.6％（前

年22.4％）、「事業の拡大」17.9％（前年16.4％）の順であった。採用増の理由は、前年に比べ「退

職者の補充」「事業の拡大」が増加し、「人材（若手）の確保」が減少した。

区　　分 退職者の補充 人材（若手）の確保 事業の拡大 その他 業種別合計

製造業
12 21 7 39

30.8% 53.8% 17.9% 100.0%

金物卸売業
1 2 3

33.3% 66.7% 100.0%

その他の
卸売業

3 3 6

50.0% 50.0% 100.0%

小売業
3 1 1 6

50.0% 16.7% 16.7% 100.0%

建築･土木
不動産業

2 10 11

18.2% 90.9% 100.0%

サービス業
6 3 4 13

46.2% 23.1% 30.8% 100.0%

総　　　計
27 38 14 0 78

34.6% 48.7% 17.9% 0.0% 100.0%

前 年 総 計 22.4% 58.2% 16.4% 3.0% 100.0%

前々年総計 33.8% 58.4% 9.1% 0.0% 100.0%

0.0%（3.0%）

34.6%（22.4%）

48.7%（58.2%）

17.9%（16.4%）

100%50%

人 材（若 手）の
確 保

退職者の補充

事 業 の 拡 大

そ の 他
※（　）内は前年調査

－ 32 －



25．来年（令和8年）に採用しない理由について

　「現在の人員で十分」72.2％（前年77.2％）が最も多く、次いで「景気の不透明感」13.3％（前

年14.6％）、「経費節減」8.4％（前年」5.4％）の順となっている。採用しない理由は、「現在の人員

で十分」が7割以上を占めている。

区　　分 現在の人員で十分 景気の不透明感 経費節減 その他 業種別合計

製造業
207 41 26 3 293

70.6% 14.0% 8.9% 1.0% 100.0%

金物卸売業
33 5 7 46

71.7% 10.9% 15.2% 100.0%

その他の
卸売業

31 5 3 38

81.6% 13.2% 7.9% 100.0%

小売業
60 5 5 3 76

78.9% 6.6% 6.6% 3.9% 100.0%

建築･土木
不動産業

60 19 6 1 94

63.8% 20.2% 6.4% 1.1% 100.0%

サービス業
81 12 8 1 107

75.7% 11.2% 7.5% 0.9% 100.0%

総　　　計
472 87 55 8 654

72.2% 13.3% 8.4% 1.2% 100.0%

前 年 総 計 77.2% 14.6% 5.4% 2.7% 100.0%

前々年総計 67.1% 19.2% 6.9% 1.7% 100.0%

100%

72.2%（77.2%）

13.3%（14.6%）

8.4%（5.4%）

1.2%（2.7%）

50%

現在の人員で
十 分

景気の不透明感

経 費 節 減

そ の 他
※（　）内は前年調査

－ 32 － － 33 －



26．今年（令和7年）の従業員平均給与の昇給率について

　「昇給した」（0％超の合計）は72.6％で、前年（68.6％）を4.0ポイント上回った。「0％」は

27.2％で、前年（30.1％）を2.9ポイント下回った。また、「昇給した」の回答内では「0％超～

3％以下」46.5％（前年42.2％）が最も多く、次いで「3％超～5％以下」20.1％、「5％超～10％

以下」5.0％などの順であった。

区　　分 0%

昇給した

その他
業種別
規模別
合　計

0％超～
3％以下

3％超～
5％以下

5％超～
10％以下

10％超 計

製　

造　

業

9人以下 85 95 26 12 3 136 1 222

10～29人 19 76 45 6 127 146

30～49人 1 16 11 1 28 29

50人以上 12 14 4 30 30

計
105 199 96 23 3 321 1 427

24.6% 46.6% 22.5% 5.4% 0.7% 75.2% 0.2% 100.0%

金
物
卸
売
業

9人以下 14 15 4 2 2 23 37

10～29人 2 8 7 2 17 19

30～49人 3 3 3

50人以上 3 2 1 6 6

計
16 29 13 5 2 49 0 65

24.6% 44.6% 20.0% 7.7% 3.1% 75.4% 0.0% 100.0%

そ
の
他
の
卸
売
業

9人以下 8 14 4 4 22 30

10～29人 1 13 10 1 24 25

30～49人 1 3 1 5 5

50人以上 1 5 6 6

計
9 29 22 5 1 57 0 66

13.6% 43.9% 33.3% 7.6% 1.5% 86.4% 0.0% 100.0%

小　

売　

業

9人以下 38 25 7 2 1 35 1 74

10～29人 1 10 1 11 12

30～49人 1 1 1

50人以上 1 1 1

計
39 37 8 2 1 48 1 88

44.3% 42.0% 9.1% 2.3% 1.1% 54.5% 1.1% 100.0%

建
築･

土
木･

不
動
産
業

9人以下 31 43 19 3 1 66 97

10～29人 4 18 3 1 22 26

30～49人 1 1 2 2

50人以上 1 1 1

計
35 63 23 4 1 91 0 126

27.8% 50.0% 18.3% 3.2% 0.8% 72.2% 0.0% 100.0%

サ
ー
ビ
ス
業

9人以下 41 48 7 2 1 58 99

10～29人 2 15 10 3 28 30

30～49人 2 1 3 3

50人以上 1 4 5 5

計
43 66 21 6 1 94 0 137

31.4% 48.2% 15.3% 4.4% 0.7% 68.6% 0.0% 100.0%

総　   　計
247 423 183 45 9 660 2 909

27.2% 46.5% 20.1% 5.0% 1.0% 72.6% 0.2% 100.0%

前 年 総 計 30.1% 42.2% 22.5% 3.6% 0.3% 68.6% 1.3% 100.0%

前々年総計 38.9% 41.1% 15.0% 4.2% 0.8% 61.0% 0.1% 100.0%

昇給率0%
30.1%

0%超～3%以下
42.2%

100%50%
3%超～5%以下
22.5%令和6年

10%超 0.3%
5%超～10%以下 3.6%

その他
1.3%

昇給率0%
27.2%

0%超～3%以下
46.5%

100%50%
3%超～5%以下
20.1%令和7年

10%超 1.0%
5%超～10%以下 5.0%

その他
0.2%

－ 34 －



27．来年（令和8年）の従業員平均給与の昇給率予定について

　「昇給する」（0％超の合計）は73.3％で、今年の実績（72.6％）を0.7ポイント上回った。「0％」

は26.0％で、今年の実績（27.2％）を1.2ポイント下回った。また、「昇給する」の回答内では

「0％超～3％以下」49.9％（前年45.5％）が最も多く、次いで「3％超～5％以下」18.8％、「5％

超～10％以下」4.1％などの順であった。　※今年の実績は34ページに記載

区　　分 0%

昇給する

その他
業種別
規模別
合　計

0％超～
3％以下

3％超～
5％以下

5％超～
10％以下

10％超 計

製　

造　

業

9人以下 81 103 25 9 1 138 2 221

10～29人 17 84 37 7 128 145

30～49人 16 12 1 29 29

50人以上 14 11 4 29 1 30

計
98 217 85 21 1 324 3 425

23.1% 51.1% 20.0% 4.9% 0.2% 76.2% 0.7% 100.0%

金
物
卸
売
業

9人以下 13 14 6 1 2 23 36

10～29人 2 8 4 2 14 1 17

30～49人 3 3 3

50人以上 2 3 1 6 6

計
15 27 13 4 2 46 1 62

24.2% 43.5% 21.0% 6.5% 3.2% 74.2% 1.6% 100.0%

そ
の
他
の
卸
売
業

9人以下 10 14 3 3 20 30

10～29人 1 12 11 1 24 25

30～49人 5 5 5

50人以上 1 5 6 6

計
11 27 24 4 0 55 0 66

16.7% 40.9% 36.4% 6.1% 0.0% 83.3% 0.0% 100.0%

小　

売　

業

9人以下 35 25 10 2 1 38 1 74

10～29人 1 9 2 11 12

30～49人 1 1 1

50人以上 1 1 1

計
36 36 12 2 1 51 1 88

40.9% 40.9% 13.6% 2.3% 1.1% 58.0% 1.1% 100.0%

建
築･

土
木･

不
動
産
業

9人以下 30 48 15 3 66 96

10～29人 5 17 4 21 26

30～49人 2 2 2

50人以上 1 1 1

計
35 68 19 3 0 90 0 125

28.0% 54.4% 15.2% 2.4% 0.0% 72.0% 0.0% 100.0%

サ
ー
ビ
ス
業

9人以下 39 52 8 1 61 100

10～29人 1 21 6 1 28 2 31

30～49人 2 1 3 3

50人以上 2 3 5 5

計
40 77 17 3 0 97 2 139

28.8% 55.4% 12.2% 2.2% 0.0% 69.8% 1.4% 100.0%

総　   　計
235 452 170 37 4 663 7 905

26.0% 49.9% 18.8% 4.1% 0.4% 73.3% 0.8% 100.0%

前 年 総 計 30.9% 45.5% 19.0% 2.1% 0.2% 66.8% 2.2% 100.0%

前々年総計 40.4% 43.3% 13.0% 1.8% 0.2% 58.3% 1.3% 100.0%

令和7年

100%50%

10%超 0.2%

その他
2.2%5%超～10%以下 2.1%

昇給率0%
30.9%

0%超～3%以下
45.5%

3%超～5%以下
19.0%

令和8年

100%50%

10%超 0.4%

その他
0.8%5%超～10%以下 4.1%

昇給率0%
26.0%

0%超～3%以下
49.9%

3%超～5%以下
18.8%

－ 34 － － 35 －



〔ボーナスについて〕

28．今年（令和7年）の夏のボーナス支給率について

　「0.5ヵ月超～1.0ヵ月以下」が29.5％で最も多く、次いで「1.0ヵ月超～1.5ヵ月以下」24.9％、

「0ヵ月」18.8％、「0ヵ月超～0.5ヵ月以下」18.2％などの順であった。前年に比べ「0ヵ月」

「0.5ヵ月超～1.0ヵ月以下」「2.0ヵ月超」が減少、「1.5ヵ月超～2.0ヵ月以下」などが増加した。

区　　分 0カ月
0カ月超～

0.5カ月以下
0.5カ月超～
1.0カ月以下

1.0カ月超～
1.5カ月以下

1.5カ月超～
2.0カ月以下

2.0カ月超
業種別
規模別
合　計

製　

造　

業

9人以下 57 52 59 47 9 2 226

10～29人 10 31 54 43 8 1 147

30～49人 1 10 13 5 29

50人以上 1 3 8 14 4 2 32

計
68 87 131 117 26 5 434

15.7% 20.0% 30.2% 27.0% 6.0% 1.2% 100.0%

金
物
卸
売
業

9人以下 12 7 7 11 1 38

10～29人 4 5 9 1 19

30～49人 2 1 3

50人以上 1 1 3 1 6

計
12 12 15 24 2 1 66

18.2% 18.2% 22.7% 36.4% 3.0% 1.5% 100.0%

そ
の
他
の
卸
売
業

9人以下 5 5 8 10 3 31

10～29人 2 12 11 4 29

30～49人 2 2 1 5

50人以上 1 2 3 6

計
7 6 24 26 7 1 71

9.9% 8.5% 33.8% 36.6% 9.9% 1.4% 100.0%

小　

売　

業

9人以下 36 13 11 8 6 74

10～29人 2 7 2 1 12

30～49人 1 1 2

50人以上 1 1

計
37 15 20 10 7 0 89

41.6% 16.9% 22.5% 11.2% 7.9% 0.0% 100.0%

建
築･

土
木･

不
動
産
業

9人以下 15 19 36 17 10 2 99

10～29人 3 12 11 3 29

30～49人 1 1 2

50人以上 1 1

計
15 22 48 29 14 3 131

11.5% 16.8% 36.6% 22.1% 10.7% 2.3% 100.0%

サ
ー
ビ
ス
業

9人以下 35 24 21 17 8 1 106

10～29人 2 4 14 5 6 31

30～49人 2 1 3

50人以上 1 4 5

計
37 28 38 27 14 1 145

25.5% 19.3% 26.2% 18.6% 9.7% 0.7% 100.0%

総　   　計
176 170 276 233 70 11 936

18.8% 18.2% 29.5% 24.9% 7.5% 1.2% 100.0%

前 年 総 計 23.4% 16.4% 30.8% 22.9% 5.3% 1.3% 100.0%

前々年総計 27.6% 16.4% 34.0% 15.7% 4.7% 1.6% 100.0%

100%50%

令和 6年 0カ月
23.4%

0カ月超～
0.5カ月以下
16.4%

0.5カ月超～1.0カ月以下
30.8%

1.0カ月超～1.5カ月以下
22.9%

2.0カ月超
1.3%1.5カ月超～2.0カ月以下 5.3%

100%50%

令和 7年 0カ月
18.8%

0カ月超～
0.5カ月以下
18.2%

0.5カ月超～1.0カ月以下
29.5%

1.0カ月超～1.5カ月以下
24.9%

2.0カ月超
1.2%1.5カ月超～2.0カ月以下 7.5%

－ 36 －



29．今年（令和7年）の冬のボーナス支給率予定について

　「0.5ヵ月超～1.0ヵ月以下」が29.3％で最も多く、次いで「1.0ヵ月超～1.5ヵ月以下」25.4％、

「0ヵ月」18.3％、「0ヵ月超～0.5ヵ月以下」17.1％などの順であった。

区　　分 0カ月
0カ月超～

0.5カ月以下
0.5カ月超～
1.0カ月以下

1.0カ月超～
1.5カ月以下

1.5カ月超～
2.0カ月以下

2.0カ月超
業種別
規模別
合　計

製　

造　

業

9人以下 56 51 57 47 13 1 225

10～29人 10 28 56 43 8 3 148

30～49人 1 10 13 5 29

50人以上 1 2 9 13 5 2 32

計
67 82 132 116 31 6 434

15.4% 18.9% 30.4% 26.7% 7.1% 1.4% 100.0%

金
物
卸
売
業

9人以下 11 8 7 10 1 1 38

10～29人 3 7 8 1 19

30～49人 3 3

50人以上 1 4 1 6

計
11 12 17 22 2 2 66

16.7% 18.2% 25.8% 33.3% 3.0% 3.0% 100.0%

そ
の
他
の
卸
売
業

9人以下 6 6 6 9 4 31

10～29人 1 11 12 5 29

30～49人 2 2 1 5

50人以上 3 2 1 6

計
7 6 22 25 10 1 71

9.9% 8.5% 31.0% 35.2% 14.1% 1.4% 100.0%

小　

売　

業

9人以下 35 11 11 10 6 73

10～29人 2 7 2 1 12

30～49人 1 1 2

50人以上 1 1

計
36 13 20 12 7 0 88

40.9% 14.8% 22.7% 13.6% 8.0% 0.0% 100.0%

建
築･

土
木･

不
動
産
業

9人以下 15 17 36 18 10 2 98

10～29人 3 9 13 3 1 29

30～49人 1 1 2

50人以上 1 1

計
15 20 45 32 14 4 130

11.5% 15.4% 34.6% 24.6% 10.8% 3.1% 100.0%

サ
ー
ビ
ス
業

9人以下 33 22 22 19 7 3 106

10～29人 2 5 13 6 5 31

30～49人 2 1 3

50人以上 1 4 5

計
35 27 38 30 12 3 145

24.1% 18.6% 26.2% 20.7% 8.3% 2.1% 100.0%

総　   　計
171 160 274 237 76 16 934

18.3% 17.1% 29.3% 25.4% 8.1% 1.7% 100.0%

前 年 総 計 23.1% 16.2% 29.1% 24.4% 6.0% 1.3% 100.0%

前々年総計 27.1% 17.1% 31.6% 17.2% 5.2% 1.9% 100.0%

100%50%
令和 6年
の 予 定

0カ月
23.1%

0カ月超～
0.5カ月以下
16.2%

0.5カ月超～1.0カ月以下
29.1%

2.0カ月超
1.3%1.5カ月超～2.0カ月以下 6.0%

1.0カ月超～1.5カ月以下
24.4%

100%50%
令和 7年
の 予 定

0カ月
18.3%

0カ月超～
0.5カ月以下
17.1%

0.5カ月超～1.0カ月以下
29.3%

2.0カ月超
1.7%1.5カ月超～2.0カ月以下 8.1%

1.0カ月超～1.5カ月以下
25.4%

－ 36 － － 37 －



30．経営上の問題点・課題について（複数回答）

　第１位「売上・受注の減少（在庫の増加）」65.9％（前年62.8％）、第２位「市場の縮小（人口減

少・高齢化）」38.9％（前年33.2％）、第３位「従業員の採用・育成」27.7％（前年27.7％）、第４

位「価格競争の激化（国際化）」24.3％（前年24.6％）、以下「資金繰り」19.1％、「新製品の開発」

13.9％、「事業の継続（後継者）」13.8％などの順となっている。前年に比べ「売上・受注の減少

（在庫の増加）」などが増加した一方、「大型店出店による影響」などが減少している。

〔経営上の問題点・課題について〕

100%50%

※（　）内は前年調査
1.6%（1.2%）

13.9%（11.9%）

19.1%（19.8%）

2.8%（5.4%）

5.4%（5.5%）

0.5%（0.3%）

38.9%（33.2%）

12.1%（13.1%）

13.8%（14.3%）

27.7%（27.7%）

24.3%（24.6%）

65.9%（62.8%）売上・受注の減少
（在 庫 の 増 加）

事 業 の 継 続
（ 後 継 者 ）

従業員の採用・育
成

リストラの推進

技 術 の 高 度 化
（含 むＩＴ投 資）

価格競争の激化
（ 国 際 化 ）

新 製 品 の 開 発

大 型 店 進 出
に よ る 影 響

資 金 繰 り

新 分 野 の 開 拓

市場の縮小（人口減
少・高 齢 化）

そ  の  他

－ 38 －



〔３０〕経営上の問題点・課題について（複数回答）

区　　分

（
在
庫
の
増
加
）

売
上
・
受
注
の
減
少

（
国
際
化
）

価
格
競
争
の
激
化

従
業
員
の
採
用
・
育
成

新
製
品
の
開
発

新
分
野
の
開
拓

（
人
口
減
少
・
高
齢
化
）

市
場
の
縮
小

リ
ス
ト
ラ
の
推
進

（
含
む
Ｉ
Ｔ
投
資
）

技
術
の
高
度
化

大
型
店
進
出
に
よ
る
影

響資
金
繰
り

事
業
の
継
続
（
後
継
者
）

そ 

の 

他

回

答

企

業

数

製　

造　

業

9人以下 167 42 42 39 31 65 9 1 47 36 3 226

10～29人 97 35 57 35 20 49 1 10 1 29 13 3 149

30～49人 22 8 11 4 9 16 3 2 1 29

50人以上 21 14 17 11 7 10 2 6 2 1 32

計
307 99 127 89 67 140 1 24 2 84 52 7 436

70.4% 22.7% 29.1% 20.4% 15.4% 32.1% 0.2% 5.5% 0.5% 19.3% 11.9% 1.6% ―

金
物
卸
売
業

9人以下 29 8 4 5 3 19 2 10 10 2 38

10～29人 13 4 9 2 6 6 1 4 3 19

30～49人 3 1 1 1 1 1 1 3

50人以上 5 2 2 1 1 1 6

計
50 14 16 9 10 27 0 1 2 16 14 2 66

75.8% 21.2% 24.2% 13.6% 15.2% 40.9% 0.0% 1.5% 3.0% 24.2% 21.2% 3.0% ―

そ
の
他
の
卸
売
業

9人以下 23 8 2 3 4 18 2 3 5 31

10～29人 19 9 16 4 5 10 2 2 2 29

30～49人 4 3 2 1 3 5

50人以上 3 3 3 1 1 3 1 1 6

計
49 23 23 8 11 34 1 5 0 5 7 0 71

69.0% 32.4% 32.4% 11.3% 15.5% 47.9% 1.4% 7.0% 0.0% 7.0% 9.9% 0.0% ―

小　

売　

業

9人以下 50 28 5 6 6 31 1 1 8 14 10 1 75

10～29人 9 3 6 1 7 2 3 1 12

30～49人 1 1 1 1 1 1 2

50人以上 1 1 1 1

計
61 32 12 8 7 40 1 1 11 17 11 1 90

67.8% 35.6% 13.3% 8.9% 7.8% 44.4% 1.1% 1.1% 12.2% 18.9% 12.2% 1.1% ―

建
築･
土
木･
不
動
産
業

9人以下 57 27 25 2 6 41 5 2 29 16 3 100

10～29人 20 5 9 1 17 3 1 2 6 29

30～49人 1 1 2 2

50人以上 1 1 1

計
79 33 36 2 8 58 0 8 3 31 22 3 132

59.8% 25.0% 27.3% 1.5% 6.1% 43.9% 0.0% 6.1% 2.3% 23.5% 16.7% 2.3% ―

サ
ー
ビ
ス
業

9人以下 66 19 26 8 5 48 1 8 5 22 18 1 108

10～29人 5 8 16 7 4 15 1 4 2 5 5 1 31

30～49人 2 1 2 2 1 3

50人以上 2 3 3 1 1 5

計
75 28 47 15 11 67 2 12 8 27 24 2 147

51.0% 19.0% 32.0% 10.2% 7.5% 45.6% 1.4% 8.2% 5.4% 18.4% 16.3% 1.4% ―

総　　計
621 229 261 131 114 366 5 51 26 180 130 15 942

65.9% 24.3% 27.7% 13.9% 12.1% 38.9% 0.5% 5.4% 2.8% 19.1% 13.8% 1.6% ―

前年総計 62.8% 24.6% 27.7% 11.9% 13.1% 33.2% 0.3% 5.5% 5.4% 19.8% 14.3% 1.2% ―

－ 38 － － 39 －



31．米国の経済社会政策（関税等）の影響について

○ これまでの売上に与えた影響

　米国の経済社会政策（関税等）がこれまでの

売上に与えた影響については、「特に影響がな

かった」が52.3％と最も多く、「大いに悪影響

があった」と「多少の悪影響があった」を合わ

せて24.9％の事業所で悪影響があった。

○ 今後の売上に与える影響

　今後の売上に与える影響については、「特に影

響がないと予想する」が42.2％と最も多く、

「大いに悪影響があると予想する」と「多少の悪

影響があると予想する」を合わせて30.4％の事

業所が悪影響を見込んでいる。

区　　 分
大いに影響が
あると予想

多少の影響が
あると予想

特に影響がない
と予想

むしろ良い影響
があると予想

わからない
業種別     　　　　       
規模別　  　　　　    
合　計

製　造　業
12 153 150 5 114 434

2.8% 35.3% 34.6% 1.2% 26.3% 100.0%

金物卸売業
0 18 30 2 16 66

0.0% 27.3% 45.5% 3.0% 24.2% 100.0%

そ の 他 の
卸　売　業

1 36 24 0 10 71

1.4% 50.7% 33.8% 0.0% 14.1% 100.0%

小　売　業
5 13 40 0 29 87

5.7% 14.9% 46.0% 0.0% 33.3% 100.0%

建築・土木
不 動 産 業

4 23 70 0 35 132

3.0% 17.4% 53.0% 0.0% 26.5% 100.0%

サービス業
1 18 81 1 45 146

0.7% 12.3% 55.5% 0.7% 30.8% 100.0%

総　　   計
23 261 395 8 249 936

2.5% 27.9% 42.2% 0.9% 26.6% 100.0%

区　　 分
大いに影響が

あった
多少の影響が

あった
特に影響が
なかった

むしろ良い影響
があった

わからない
業種別     　　　　       
規模別　  　　　　    
合　計

製　造　業
15 115 202 7 95 434

3.5% 26.5% 46.5% 1.6% 21.9% 100.0%

金物卸売業
1 13 36 2 14 66

1.5% 19.7% 54.5% 3.0% 21.2% 100.0%

そ の 他 の
卸　売　業

8 25 31 0 7 71

11.3% 35.2% 43.7% 0.0% 9.9% 100.0%

小　売　業
4 16 46 0 23 89

4.5% 18.0% 51.7% 0.0% 25.8% 100.0%

建築・土木
不 動 産 業

1 22 79 0 30 132

0.8% 16.7% 59.8% 0.0% 22.7% 100.0%

サービス業
1 13 97 0 36 147

0.7% 8.8% 66.0% 0.0% 24.5% 100.0%

総　　   計
30 204 491 9 205 939

3.2% 21.7% 52.3% 1.0% 21.8% 100.0%

大いに
影響があった
3.2%

大いに影響が
あると予想
2.5%

多少の
影響があった
21.7%

多少の
影響があると予想
27.9%

特に影響がなかった
52.3%

むしろ良い
影響があった

1.0%

わからない
21.8%

特に影響がないと予想
42.2%

むしろ良い
影響があると

予想
0.9%

わからない
26.6%

大いに
影響があった
3.2%

大いに影響が
あると予想
2.5%

多少の
影響があった
21.7%

多少の
影響があると予想
27.9%

特に影響がなかった
52.3%

むしろ良い
影響があった

1.0%

わからない
21.8%

特に影響がないと予想
42.2%

むしろ良い
影響があると

予想
0.9%

わからない
26.6%

－ 40 －



32．経営面で今後見直したい取組みについて（複数回答）

　「新規顧客の開拓」が47.6％と最も多く、次いで「既存顧客との関係強化」40.7％、「コスト削

減」33.9％、「従業員教育の強化」22.1％などの順であった。

47.6%

40.7%

0.4%

33.9%

22.1%

16.0%17.9%

5.7%

13.2%13.7%

新
規
顧
客
の
開
拓

既
存
顧
客
と
の
関
係
強
化

そ
の
他

コ
ス
ト
削
減

従
業
員
教
育
の
強
化

新
商
品
・
サ
ー
ビ
ス
の
開
発

資
金
繰
り
の
見
直
し

特
に
な
い

事
業
の
多
角
化

デ
ジ
タ
ル
化
の
推
進

区　　分
事業の
多角化

新規顧客の
開拓

既存顧客と
の関係強化

新商品・
サービスの

開発

デジタル化
の推進

従業員教育
の強化

資金繰りの
見直し

コスト
削減

その他 特にない
回答

企業数

製　造　業
60 211 201 76 53 99 72 147 3 18 436

13.8% 48.4% 46.1% 17.4% 12.2% 22.7% 16.5% 33.7% 0.7% 4.1% ―

金物卸売業
10 29 25 19 11 9 15 22 0 5 66

15.2% 43.9% 37.9% 28.8% 16.7% 13.6% 22.7% 33.3% 0.0% 7.6% ―

そ の 他 の
卸　売　業

7 39 31 14 10 21 7 20 0 2 71

9.9% 54.9% 43.7% 19.7% 14.1% 29.6% 9.9% 28.2% 0.0% 2.8% ―

小　売　業
8 38 31 12 12 10 15 37 1 12 90

8.9% 42.2% 34.4% 13.3% 13.3% 11.1% 16.7% 41.1% 1.1% 13.3% ―

建築・土木
不 動 産 業

18 54 45 6 17 34 32 49 0 12 132

13.6% 40.9% 34.1% 4.5% 12.9% 25.8% 24.2% 37.1% 0.0% 9.1% ―

サービス業
21 77 50 24 26 35 28 44 0 5 147

14.3% 52.4% 34.0% 16.3% 17.7% 23.8% 19.0% 29.9% 0.0% 3.4% ―

総　　   計
124 448 383 151 129 208 169 319 4 54 942

13.2% 47.6% 40.7% 16.0% 13.7% 22.1% 17.9% 33.9% 0.4% 5.7% －

－ 40 － － 41 －



33．地域金融機関の体制面で望むことについて（複数回答）

　「要望に対する迅速な対応」が46.4％で最も多く、次いで「担当者の頻繁な人事異動がないこと」

20.7％、「担当者交代時の丁寧な引継ぎ」20.0％、「金融機関の本部専担者・外部専門家による支

援」19.9％などの順であった。

区　　分

担
当
者
の
訪
問
回
数
の
増
加

担
当
者
訪
問
時
の
滞
在
時
間

の
延
長

担
当
者
交
代
時
の

丁
寧
な
引
継
ぎ

担
当
者
の
頻
繁
な
人
事
異
動

が
な
い
こ
と

支
店
窓
口
で
の
相
談
機
能
の

強
化

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
バ
ン
キ
ン

グ
等
の
非
対
面
チ
ャ
ネ
ル
充

実 金
融
機
関
の
本
部
専
担
者
・

外
部
専
門
家
に
よ
る
支
援

要
望
に
対
す
る
迅
速
な
対
応

そ
の
他

特
に
期
待
し
て
い
な
い

回

答

企

業

数

製　造　業
40 18 92 87 26 54 97 211 9 40 436

9.2% 4.1% 21.1% 20.0% 6.0% 12.4% 22.2% 48.4% 2.1% 9.2% ―

金物卸売業
2 1 16 13 5 18 13 30 3 11 66

3.0% 1.5% 24.2% 19.7% 7.6% 27.3% 19.7% 45.5% 4.5% 16.7% ―

そ の 他 の
卸　売　業

8 0 14 16 4 7 16 32 3 6 71

11.3% 0.0% 19.7% 22.5% 5.6% 9.9% 22.5% 45.1% 4.2% 8.5% ―

小　売　業
5 1 22 15 7 13 16 35 1 17 90

5.6% 1.1% 24.4% 16.7% 7.8% 14.4% 17.8% 38.9% 1.1% 18.9% ―

建築・土木
不 動 産 業

12 2 18 34 2 22 19 62 4 23 132

9.1% 1.5% 13.6% 25.8% 1.5% 16.7% 14.4% 47.0% 3.0% 17.4% ―

サービス業
6 2 26 30 8 21 26 67 1 21 147

4.1% 1.4% 17.7% 20.4% 5.4% 14.3% 17.7% 45.6% 0.7% 14.3% ―

総　　   計
73 24 188 195 52 135 187 437 21 118 942

7.7% 2.5% 20.0% 20.7% 5.5% 14.3% 19.9% 46.4% 2.2% 12.5% －

46.4%

20.7%

2.2%

20.0% 19.9%

7.7%

14.3%
12.5%

2.5%
5.5%

要
望
に
対
す
る
迅
速
な
対
応

担
当
者
の
頻
繁
な
人

事
異
動
が
な
い
こ
と

担
当
者
交
代
時
の

丁
寧
な
引
継
ぎ

金
融
機
関
の
本
部
専
担
者
・

外
部
専
門
家
に
よ
る
支
援

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
バ
ン
キ
ン
グ
等

の
非
対
面
チ
ャ
ネ
ル
充
実

特
に
期
待
し
て
い
な
い

担
当
者
の
訪
問
回
数
の
増
加

支
店
窓
口
で
の

相
談
機
能
の
強
化

担
当
者
訪
問
時
の

滞
在
時
間
の
延
長

そ
の
他
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〒955-8666 三条市旭町2－5－10
TEL 0256ー34ー3162（ダイヤルイン）・FAX 0256ー35ー0841
ホームページアドレス https://www.shinkin.co.jp/sanshin/

(１) 調査・研究事業

　　　地域の経済・社会構造の実態ならびに変化に関する調査・研究

　　　○  三条・燕地区産業経済動向調査（毎月実施）

　　　○  三条・燕地区商工業者景況アンケート調査（年末実施）

(２) 地域に対する貢献活動

　　　○  講演会・セミナーへの講師派遣

地域経済研究所　事業のご案内




